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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第42期中間連結会計期間、第43期中間連結会計期間及び第44期中間連結会計期間並びに第42期連結会計年度

の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失が計上されて

いるため、記載しておりません。 

３．第43期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４．第42期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。  

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自平成17年 
５月21日 

至平成17年 
11月20日 

自平成18年 
５月21日 

至平成18年 
11月20日 

自平成19年 
５月21日 

至平成19年 
11月20日 

自平成17年 
５月21日 

至平成18年 
５月20日 

自平成18年 
５月21日 

至平成19年 
５月20日 

売上高（千円） 7,905,927 7,741,114 3,790,866 14,951,513 12,734,202 

経常利益（△損失）（千円） △1,446,729 △397,139 △903,164 △2,386,658 72,875 

中間（当期）純利益（△純損

失）（千円） 
△1,282,119 △1,074,350 △1,899,232 △2,842,570 104,750 

純資産額（千円） 3,800,756 1,406,968 1,305,897 3,736,200 3,241,653 

総資産額（千円） 17,448,297 9,894,968 7,859,130 15,841,951 10,319,975 

１株当たり純資産額（円） 210.02 65.36 45.78 161.48 112.99 

１株当たり中間（当期）純利

益（△純損失）（円） 
△70.84 △49.91 △66.58 △156.99 4.78 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 21.8 14.2 16.6 21.9 31.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,402,015 △230,638 △605,016 △2,533,032 △640,316 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△302,398 1,066,471 589,816 838,817 3,075,015 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,339,564 △1,418,099 △1,097,166 880,674 △2,027,871 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
1,462,488 430,812 307,474 1,013,078 1,419,905 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

533 

(1,426) 

380 

(183) 

326 

(42) 

552 

(1,619) 

334 

(59) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第42期中間会計期間、第43期中間会計期間及び第44期中間会計期間並びに第42期事業年度の潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため、記載し

ておりません。 

３．第43期事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

４．第42期事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。  

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自平成17年 
５月21日 

至平成17年 
11月20日 

自平成18年 
５月21日 

至平成18年 
11月20日 

自平成19年 
５月21日 

至平成19年 
11月20日 

自平成17年 
５月21日 

至平成18年 
５月20日 

自平成18年 
５月21日 

至平成19年 
５月20日 

売上高（千円） 2,369,447 2,119,801 1,854,581 4,622,295 4,688,330 

経常利益（△損失）（千円） △409,884 △89,699 △376,979 △794,155 334,712 

中間（当期）純利益（△純損

失）（千円） 
△581,283 △848,458 △2,781,667 △2,189,895 65,776 

資本金（千円） 1,866,916 2,367,404 2,787,404 2,367,404 2,787,404 

発行済株式総数（株） 18,098,320 21,526,320 28,526,320 21,526,320 28,526,320 

純資産額（千円） 5,017,888 2,865,013 1,615,987 4,707,851 4,416,227 

総資産額（千円） 16,122,818 10,580,039 7,551,129 14,380,229 10,750,652 

１株当たり純資産額（円） 277.27 133.10 56.65 218.71 154.82 

１株当たり中間（当期）純利

益（△純損失）（円） 
△32.12 △39.42 △97.51 △120.94 3.00 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 31.1 27.1 21.4 32.7 41.1 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

296 

(8) 

239 

(7) 

169 

(2) 

280 

(8) 

190 

(2) 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び当社の関係会社（子会社７社、関連会社５社）で構成されており、業種・業務に特化し

た経営コンサルティング・リサーチサービスの提供及び自動車関連を中心とした実業子会社を展開しております。 

 当中間連結会計期間における、当社グループの事業セグメント別の主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動

は、概ね次のとおりであります。 

事業セグメント別事業内容 

① 外食業界関連事業 

    主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

② 自動車業界関連事業 

   主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

③ 医療・介護業界関連事業 

  主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

④ 住宅・建設・不動産業界関連事業 

    主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

⑤ その他業界関連事業 

  主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

３【関係会社の状況】 

    当中間連結会計期間において、前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった㈱リンク・トラストは、株式の

売却により関係会社に該当しなくなったため、持分法の適用範囲から除外しております。 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

 ２．当中間会計期間中において従業員数が21名減少しておりますが、その主な要因は退職による自然減でありま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年11月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

外食業界関連事業 42 (  1)  

自動車業界関連事業 134 ( 31) 

医療・介護業界関連事業 3 (  1) 

住宅・建設・不動産業界関連事業 15 (  0) 

その他業界関連事業  63 (  8) 

管理部門 69 (  1) 

合計 326 ( 42)  

  平成19年11月20日現在

従業員数（人） 169 (  2) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当社グループでは、当連結会計年度の重点方針として、 

・ コンサルティング事業における３つの高収益分野（外食分野、住宅・建設・不動産分野、教育・研修事業分

野）の確立 

・ 自動車関連分野における３つのフランチャイズ（以下、ＦＣ）事業のビジネスモデルの熟成と成長基盤の確立 

・ 三年後の次なる飛躍を実現する東アジア向け戦略を本格展開 

の３つを掲げ、取り組んでまいりました。 

当中間連結会計期間において、１つ目の方針である、コンサルティング事業の３つの高収益分野においては計画以

上の成果を上げ、その基盤をさらに強化することができました。 

 しかしながら、２つ目の方針である自動車関連分野におけるＦＣ事業に関しては、鈑金・塗装のインターネット・

オークション事業「ｆａｂｒｉｃａ」と、車の販売・買取ＦＣ事業「愛車広場カーリンク」は、この半年間でそれぞ

れのビジネスモデルが画期的にブラッシュアップされ、誠に魅力的なＦＣ事業として完成されたものの、その完成時

期が上半期の終了間近となったことや、ビジネスモデルの完成に最大限資源を集中したために、新規の加盟獲得への

パワー投入が遅れたことから、加盟獲得の計画未達が発生いたしました。  

さらに、エコを切り口とした水性塗料を用いた日本初の軽補修ＦＣ事業「ＵＦ－Ｐｉｔ」においては、今後の成

長には不可欠な「水性塗料による本格鈑金ブース」の開発遅れにより計画が未達となりました。また、前年同期比

較の観点からは、前中間連結会計期間末に外食事業子会社であった㈱イデア・リンク（現㈱イデア・プラス）が連

結対象外に、前連結会計年度末に当社の高収益部門の一つであった医療部門（現㈱エム・シー・アイ）が連結子会

社から持分法適用会社となった影響等から、結果として減収・減益となり、売上高は3,790百万円（前年同期比

51.0%減）、営業損失は810百万円（前年同期営業損失328百万円）、経常損失は903百万円（前年同期経常損失397百

万円）、当期純損失は1,899百万円（前年同期純損失1,074百万円）となりました。 

事業の種類別セグメントの概要は以下のとおりであります。 

なお、前連結会計年度において独立掲記しておりました「キャリアディベロップメント事業」につきましては、

重要性が低下したことから「その他業界関連事業」に含めて表示しておりますが、これによる影響は軽微であるた

め、前年同期比較は、前連結会計年度の基準によったものと、当連結会計年度の基準によったものを直接比較して

おります。  

外食業界関連事業 

従来からの主力商品であるミステリーショッピングリサーチ（以下、ＭＳＲ）（※１）の導入店舗数が当中間連

結会計期間末で7,000店舗を超え（前連結会計年度末時点6,023店舗）、当連結会計年度末には十分に8,000店舗を超

える見通しです。外食業界向け店舗管理支援システム「＠ｂｉｎｏ」の導入店舗数も当中間連結会計期間末で1,515

店舗となり、当連結会計年度末には1,760店舗超まで実現できる見通しです。さらに外食企業向け収益改善コンサル

ティングの受注も堅調に拡大しており、「ＭＳＲの実施 → 収益改善コンサルティング受注 → ＠ｂｉｎｏの

導入」の流れがビジネスモデルとして完全に確立できており、今後も主力事業分野として順調に成長できると考え

ております。 

また、この外食のＭＳＲの認知度向上に伴い、サービスステーション（以下、ＳＳ）、ドラッグストアチェー

ン、アパレル、金融といった異業種でのＭＳＲの展開が一気に拡大し、他事業分野とのシナジー効果が加速してき

ております。このＭＳＲは、今や外食業界にとどまらず、コンサルティング事業分野全体の新規顧客開拓の商材へ

と進化を遂げています。 

※１ ミステリーショッピングリサーチ（ＭＳＲ）とは、飲食・外食事業を行っているクライアント企業

様に対し、弊社登録のモニターが身分を明かすことなく、店舗などに「お客様として」伺い、「お

客様の視点で」そのサービス・ＣＳ（顧客満足）を査定・評価する「市場リサーチサービス」で

す。 

 この結果、売上高は、753百万円（前年同期比78.6％減）、営業利益89百万円（前年同期比3.7％増）となりまし

た。  



 自動車業界関連事業 

自動車関連業界においては、２つのＦＣ事業の加盟獲得が計画未達に終わったこと、また、平成19年11月には市

場投入すべく開発に注力してまいりました「水性塗料による本格鈑金ブース」の開発遅れにより計画未達が発生い

たしました。 

車の販売・買取ＦＣ事業「愛車広場カーリンク」では、当連結会計年度に入っても、既にオープンしている店舗

では飛躍的な粗利向上を実現、また、オープン初月度から黒字を実現するといった、直営店・加盟店双方で素晴ら

しいノウハウ開発が促進されました。中古車流通業界で1990年代の半ばに中古車買取業という新業態が誕生し、そ

の後大変な成長を果たしてきたケースと同様、カーリンクで確立された業態は、中古車流通を革新させるものと判

断いたしております。しかしながら、業態の完成に資源を集中したため、新規の加盟獲得へのパワー投入が遅れ、

計画未達が発生しました。 

鈑金・塗装のインターネット・オークション事業「ｆａｂｒｉｃａ」では、前連結会計年度末に当社がＦＣ本部

機能を承継したことにより、鈑金・修理市場を一般修理市場から保険市場にターゲットチェンジし、将来に亘り高

収益構造を作り上げることに成功しましたが、その構造の確立が上半期終了間近となったため、地区本部の加盟獲

得の期間が不足し、計画未達に終わりました。 

また、開発遅れが発生した「水性塗料による本格鈑金ブース」は、技術的な課題は全て解決できましたが、生産

体制面での課題が残っておりました。下半期には全て解決し、市場投入できるものと判断いたしております。 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉｎｋでは、アフターフォロー代理業としての商品「ＰＡＮＯ」（※２）の商品改良を推進

してきた結果、車のアフターマーケット業界の全てで成果を上げることができる商品に仕立てあがってきました。

これまでにカーディーラー、ＳＳ、ＳＳの元売り、整備業、保険代理店と次々と引合いが来ており、また、自動車

関連業界以外のＦＣ企業からも導入要請を受けるようになってきております。これらの自動車関連業界以外のＦＣ

企業向けの研究開発を推進することにより、下半期に今後の成長戦略が鮮明になると判断しております。 

※２ ＰＡＮＯとは、店舗支援サービスの一環として、携帯電話等を活用し、顧客情報管理と顧客へのア

フターフォローを自動的に行うシステムです。 

 この結果、売上高は2,144百万円（前年同期比13.3％減）、営業損失は555百万円（前年同期は営業損失370百万

円）となりました。 

医療・介護業界関連事業  

前連結会計年度において、当社の医療部門を会社分割し持分法適用会社としたことに伴い、当連結会計年度より

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐａｎの業績のみで構成されております。 

上記医療部門売却の影響により、当中間連結会計期間で売上高502百万円、営業利益67百万円の減少となっており

ます。 

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐａｎは、ＩＳＯ審査サービスを行っておりますが、上記医療部門が連結対象外になったことに

より、これまでの紹介受注構造の見直しを図り、新たに独自の営業ネットワークを構築、また「ＩＳＯ９００１」

や「ＩＳＯ１４００１」の市場が成熟傾向にあることに対応し、「ＩＳＯ２２０００」として「食の安全衛生」に

関係する国際規格へのシフト等を行っております。 

 この結果、売上高は、66百万円（前年同期比88.4％減）、営業損失は7百万円（前年同期は営業利益64百万円）

となりました。 

住宅・建設・不動産業界関連事業 

戸建て住宅販売企業向けに開発した「ナビゲーション・プランニング・セールス・システム（※３）」の導入先か

ら、経営コンサルティング・教育研修等の他商材への受注拡大が成功したことにより売上は順調に推移いたしました

が、当中間連結会計期間においては、新商品開発を目的とした先行投資によりコスト増となりました。 

※３ ナビゲーション・プランニング・セールス・システムとは、「子育て」、「コミュニケーション」

など、家づくりやライフスタイルにおいて重要視する項目別に、それらのニーズを実現するための

設計コンセプトと、そのコンセプトに沿ったプランを効果的にプレゼンテーションするためのツー

ルのひな型やデータ類、効果的な提案営業を行うための研修をセットにした、戸建住宅販売向けの

パッケージです。 

 この結果、売上高は、430百万円（前年同期比10.9％増）、営業利益は33百万円（前年同期比47.0％減）となり

ました。 



 その他業界関連事業 

㈱エル・シー・エーコミュニケーションズにおいて、外部のＦＣ本部向けのテレマーケティング支援を強力に推進

してまいりましたが、当中間連結会計期間では最終的な成功報酬の獲得に至らず、売上未達に終わりました。 

当社では前連結会計年度末で撤退した「キャリアディベロップメント事業」に代わる収益の柱とすべく、同事業で

培ってきたノウハウや営業構造を生かした新事業「中国人学生採用支援ビジネス」の研究開発を行い、早期の受注拡

大を狙ったものの、成果獲得は下半期へとずれ込み、先行投資だけが嵩む結果となりました。 

しかしながら、当社のコンサルティング事業の重要な柱の一つである教育・研修分野では、前連結会計年度におい

て開発した「情熱マネジメント研修（※４）」や「熱血ルーキープログラム（※５）」等のコンサルティング商品が

順調に受注拡大しており、コンサルティング事業の３つ目の高収益分野として着実に成果を上げております。 

また、㈱ＬＣＡ－Ｉでは、大学院大学本格運営のためのコスト増の影響があり大幅な減益となりました。 

※４ 情熱マネジメント研修とは、上司・部下の信頼関係を構築し、組織を活性化するために必要なコミ

ュニケーションスキルの習得を目的として開発された研修プログラムです。 

※５ 熱血ルーキープログラムとは、新入社員や、若手社員の育成を行うための研修プログラムです。 

 この結果、売上高は、394百万円（前年同期比45.3％減）、営業損失は370百万円（前年同期は営業損失80百万

円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、資金）は関係会社株式の売却収入、貸付金の回収によ

る収入があったものの、税金等調整前中間純損失1,932百万円の計上や長期借入金の返済による支出等により前連

結会計年度末と比較して1,112百万円減少（前中間連結会計期間は582百万円の減少）し、当中間連結会計期間末に

は307百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動による資金は605百万円の使用（前中間連結会計期間は230百万円の使用）

となりました。  

 これは主に、税金等調整前中間純損失1,932百万円を計上しましたが、減価償却費188百万円、減損損失143百万

円、投資有価証券評価損93百万円を計上し、貸倒引当金116百万円、債務保証損失引当金245百万円、偶発損失引当

金141百万円、未払金130百万円の増加、たな卸資産の減少119百万円等による資金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動による資金は589百万円の獲得（前中間連結会計期間は1,066百万円の獲

得）となりました。 

 これは主に、定期預金払戻収入226百万円、関係会社株式の売却による収入495百万円、貸付金の回収による収入

224百万円がありましたが、無形固定資産の取得による支出106百万円、長期前払費用の取得による支出123百万

円、貸付けによる支出53百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動による資金は1,097百万円の使用(前中間連結会計期間は1,418百万円の使

用)となりました。 

 これは主に短期借入金の増加427百万円がありましたが、長期借入金の返済による支出1,615百万円等があったこ

とによるものであります。 



２【受注及び販売の状況】 

(1）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．前連結会計年度において独立掲記しておりました「キャリアディベロップメント事業」につきましては、重

要性が低下したことから「その他業界関連事業」に含めて表示しておりますが、これによる影響は軽微であ

るため、前年同期比較は、前連結会計年度の基準によったものと、当連結会計年度の基準によったものを直

接比較しております。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．前連結会計年度において独立掲記しておりました「キャリアディベロップメント事業」につきましては、重

要性が低下したことから「その他業界関連事業」に含めて表示しておりますが、これによる影響は軽微であ

るため、前年同期比較は、前連結会計年度の基準によったものと、当連結会計年度の基準によったものを直

接比較しております。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち、「財務体質の改善」につきましては、当中間連結会計期間において

次連結会計年度以後の金融商品取引法に基づく内部統制監査への対応準備とさらなる成長戦略実現に向けた選択と

集中を考慮し、商品在庫評価の見直しと投資の減損処理、債務保証損失引当金の計上等を行ったことにより、想定

以上の損失が発生する結果となりました。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間（千円） 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前年同期比（％） 

外食業界関連事業 1,288,382 37.2 

自動車業界関連事業 2,096,053 86.1 

医療・介護業界関連事業 55,015 10.1 

住宅・建設・不動産業界関連事業 373,296 130.2 

その他業界関連事業 488,924 63.0 

合計 4,301,671 57.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間（千円） 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前年同期比（％） 

外食業界関連事業 753,752 21.4 

自動車業界関連事業 2,144,672 86.7 

医療・介護業界関連事業 66,780 11.6 

住宅・建設・不動産業界関連事業 430,678 110.9 

その他業界関連事業 394,981 54.7 

合計 3,790,866 49.0 



５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設についての重要な変更は、

以下のとおりであります。 

（注）１．金額に消費税は含まれておりません。 

２．諸準備遅延により、完了予定日を平成19年10月から平成20年３月に延期しております。 

(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内
容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了予定 

㈱ユー・エフ・

リンク 

 埼玉県

上尾市 

自動車業界関連

事業 
研修施設  10,000 － 自己資金 H19.08 

H20.03 

 （注）２ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．発行済株式のうち、3,428千株は、現物出資（短期貸付金債権1,000,976千円）によるものであります。 

２．「提出日現在発行株式数」には、平成20年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

  平成16年８月19日開催の第40期定時株主総会特別決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は100株であります。なお、当社が株式分割または株式併合を行

う場合、次の算式により目的たる株式数を調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成19年11月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年２月７日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 28,526,320  28,692,920 ㈱東京証券取引所市場第二部 － 

計 28,526,320  28,692,920 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年11月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権の数（個） 4,690 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個） 
 － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
469,000 

（注）1. 
同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たり 603円 

（注）２．６． 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月20日から 

平成20年10月19日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   603円 

資本組入額  302円 

（注）３．６． 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５． 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
 －  － 



また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって次の算

式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使の場合を含まない）または自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとし

ます。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとします。 

３．発行価格が調整された場合の資本組入額は、調整後の発行価格の２分の１とし、計算の結果１円未満の端数

を生ずるときは、その端数を切り上げた額とします。 

        ４．①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社及び当社

子会社の取締役、当社監査役、執行役員、従業員及び顧問の地位にあることを要するものとします。 

 ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りではないも

のとします。 

 ②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとします。 

③新株予約権者は、付与された権利の質入その他の処分をすることができないものとします。  

④その他の条件については、平成16年８月19日開催の当社定時株主総会及び平成16年10月８日開催の当社 

取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、執行役員、従業員及び顧問との間で締結する「新株 

予約権割当契約」に定めるところによるものとします。  

        ５．新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとします。ただし、本件新株予約権がストック 

            オプションを目的として発行されるものであること、並びに、新株予約権者が新株予約権の行使時の非課 

            税処置の適用を受けるために必要なことに鑑み、「新株予約権割当契約」において、譲渡できないことを 

            規定するものとします。 

        ６．平成18年５月19日付で第三者割当増資（デッド・エクイティ・スワップ）により普通株式3,428,000株、平

成19年５月１日付で第三者割当増資により普通株式7,000,000株の新株発行を行ったため、新株予約権の行

使時の払込金額は、603円に調整されております。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



   ②会社法の規定に基づく新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

 平成18年12月８日開催取締役会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、本新株予約権付社債の残高を株式の転換価額で除した数であります。

    ２．新株予約権の行使時の払込金額（以下「転換価額」という。）は、平成19年５月１日付で第三者割当増資に

よる普通株式7,000,0000株の新株発行を行ったことに伴う調整により、288円（当初292円）とし、以後以下

のように修正する。 

① 転換価額の修正 

  平成20年１月４日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の前日ま

で（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値の平均値の95％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な転換価額を

１円以上上回る場合または下回る場合には、転換価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正され

る。ただし、かかる修正後の転換価額が431.9円（以下「上限転換価額」という。）を上回ることとなる

場合には、転換価額は上限転換価額とし、かかる修正後の転換価額が144円（以下「下限転換価額」とい

う。）を下回ることとなる場合には、転換価額は下限転換価額とする。上限転換価額及び下限転換価額

は、下記②の規定を準用して調整されるものとする。また、上記３連続取引日の間に下記②に基づく調

整の原因となる事由が発生した場合には、当該３連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調整されるものとする。 

② 転換価額の調整 

当社は、当社が本新株予約権付社債の発行後、下記③に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を

生じる場合、または変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」と

いう。）をもって転換価額を調整する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年11月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 350,400 同左 

新株予約権の数（個） 12 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注１） 
1,200,000 

 （注）１． 
同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注２） 
 株式１株当たり288円 

 （注）２． 
同左 

新株予約権の行使期間 
 自 平成18年12月26日 

 至 平成22年12月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      288 

資本組入額      144 

 （注）３． 

同左  

新株予約権の行使の条件 一部行使不可 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ― 

代用払込みに関する事項 

本社債権者が本新株予約権を

行使したときは、当該新株予

約権に係る本社債の全額の償

還に代えて当該新株予約権の

行使に際して払込をなすべき

額の全額の払込があったもの

とみなす。 

同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － －  



③  転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後の転換価額の適用時期については、次に定

めるところによる。 

ａ  下記⑤ｂに定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、または当社の保有

する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（ただし、新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式または取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会

社分割、株式交換または合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 

 調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当

ての場合はその効力発生日とする。）以降、またはかかる発行もしくは処分につき株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

ｂ  株式の分割により普通株式を発行する場合 

   調整後の転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

ｃ  下記⑤ｂに定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付

株式または下記⑤ｂに定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行または付与する場合 

   調整後の転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権または新株予約権の全部が当初の

条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予

約権の場合は割当日）以降または（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。ただ

し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適

用する。 

   ｄ  当社の発行した取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。)の取得と引換えに下記⑤ｂに定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

     調整後の転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

ｅ  本項ａ乃至ｃの場合において基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本項ａ乃至ｃにかかわらず、調整後

の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の

翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の

算出方法により、当社の普通株式を交付する。 

            この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

④ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる

場合には、転換価額の調整は行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転

換価額を調整する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額

を差し引いた額を使用する。 

⑤ ａ  転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

ｂ 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に

始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値

のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を四捨五入する。 

ｃ 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の転換価額を初めて適用する日の１ヶ

月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社の普通株

式を控除した数とする。また、上記③ｅの場合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式

数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないもの

とする。 

        既発行

株式数
＋

新 発 行・ 

処分株式数 
×

１株当たりの 

払 込 金 額 

調整後 

転換価額 
＝

調整前 

転換価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

株式数 ＝ 

調 整 前 

転換価額 
－ 

調 整 後

転換価額
 ×

調整前転換価額により当該 

期間内に交付された株式数 

調整後転換価額 



⑥ 上記③の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本社債権者と協議

のうえ、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。 

ａ 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換または合併のために転換価額の調整を必要とすると

き。 

ｂ その他当社の普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必

要とするとき。 

ｃ 転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

⑦ 上記③の規定にかかわらず、上記③に基づく調整後の転換価額を初めて適用する日が上記①に基づく転

換価額の修正日と一致する場合には、上記③に基づく転換価額の調整は行わないものとする。ただし、

この場合も、上限転換価額及び下限転換価額については、かかる調整を行うものとする。 

⑧ ①乃至⑦により転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後の転換価額の適用開始日の前日までに、

本社債権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びそ

の適用開始日その他必要な事項を通知する。ただし、上記③ｅに定める場合その他適用開始日の前日ま

でに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。また、上記⑦の規

定が適用される場合には、かかる通知は上限転換価額及び下限転換価額の調整についてのみ行う。 

   ３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるとこ

ろに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果、１円未満の端数を生ずる場

合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資

本金の額を減じた額とする。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）平成19年11月29日～平成19年12月12日を払込期間とする第三者割当増資により、平成19年11月30日付で、発行済

株式総数が166.6千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ12,495千円増加しております。 

(5）【大株主の状況】 

年 月 日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成19年５月21日～  

平成19年11月20日  
 － 28,526,320 －  2,787,404 －  2,092,011 

  平成19年11月20日現在

氏名又は名称 住     所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社暁成 京都市伏見区深草南明町19番地６ 7,244 25.39 

都市綜研インベストバンク

株式会社  

東京都千代田区麹町１丁目７番地 

相互半蔵門ビル  
7,000 24.53 

小林 美沙江 京都市伏見区 2,110 7.39 

  小林 敬嗣 京都市伏見区 1,443 5.05 

ブロックウェッグ ワン 

ビーヴィー 

(常任代理人 小林忠嗣) 

Herengracht 548 in

(1017OG) Amsterdam, the Netherlands 

 (京都市伏見区) 

1,108 3.88 

日本エル・シー・エー 

 社員持株会  
京都市中京区烏丸通錦小路下ル笋町691番地 442 1.54 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 155 0.54 

渡辺 綾子  愛媛県伊予郡松前町 133 0.46 

 堀内 俊作   神奈川県鎌倉市 116 0.40 

  渡邊 沙知江  東京都江東区 114 0.40 

  田邊 幸恵  京都市南区 114 0.40 

計 － 19,981 70.04 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,500株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数45個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成19年11月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式等） 

普通株式     700 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,524,500 285,245 － 

単元未満株式 普通株式    1,120 － － 

発行済株式総数 28,526,320 － － 

総株主の議決権 － 285,245 － 

  平成19年11月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社日本エル・ 

シー・エー 

京都市中京区烏丸通錦

小路下ル笋町691番地 
 700 － 700  0.00  

計 －  700 － 700  0.00  

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 225 199 290 230 196 175 

最低（円） 176 148 140 183 150 142 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役会長 
Ｃｏ－ＣＥＯ 

（共同最高経営責任者） 
代表取締役会長

ＣＥＯ 

（最高経営責任者）
小林敬嗣  平成19年11月21日

代表取締役 
Ｃｏ－ＣＥＯ 

（共同最高経営責任者） 
取締役 － 栁瀨健一 平成19年11月21日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年５月21日から平成18年11月20日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年５月21日から平成18年11月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年５月21日から平成18年11月20日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年５月21日から平成18年11月20日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年５月21日から平

成19年11月20日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）の中

間財務諸表について、アクティブ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２   671,216 479,624   1,762,105 

２．受取手形及び売
掛金 

    2,356,683 1,916,034   1,903,461 

３．たな卸資産     1,023,709 655,779   962,663 

４．繰延税金資産     209,642 315,114   172,530 

５．短期貸付金      139,744 212,317   185,208 

６．その他 ※４   218,879 315,623   688,780 

７．貸倒引当金     △856,709 △388,137   △370,326 

流動資産合計     3,763,166 38.0 3,506,357 44.6   5,304,422 51.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築
物 

  203,096   165,944 179,232   

(2）車輌運搬具   14,589   10,270 11,707   

(3）工具、器具及
び備品 

  54,533 272,220 35,749 211,964 42,567 233,508 

２．無形固定資産           

(1) のれん   －   509,968 535,273   

(2) その他   － 61,417 145,107 655,076 108,957 644,230 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 2,674,645   2,200,382 2,362,932   

(2）長期貸付金   4,197,401   2,025,301 2,461,467   

(3）長期前払費用   736,492   535,952 688,062   

(4）繰延税金資産   217,407   82,318 185,317   

(5）その他   1,126,787   564,013 867,021   

(6）貸倒引当金   △3,154,570 5,798,163 △1,922,237 3,485,732 △2,426,987 4,137,813 

固定資産合計     6,131,801 62.0 4,352,772 55.4   5,015,552 48.6

資産合計     9,894,968 100.0 7,859,130 100.0   10,319,975 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    112,928 140,330   161,538 

２．短期借入金 ※２   1,670,597 1,529,648   1,084,217 

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※２   2,367,450 1,594,434   1,917,302 

４．未払金     867,700 956,505   853,550 

５．未払法人税等     39,724 44,482   31,764 

６．前受金     － 393,187   － 

７．債務保証損失引当
金 

    － 211,771   － 

８．１年以内リース資
産減損勘定  

    5,804 －   － 

９．その他 ※４   641,981 391,808   675,332 

流動負債合計     5,706,185 57.7 5,262,168 67.0   4,723,706 45.8

Ⅱ 固定負債           

１．社債      － 358,400   358,400 

２．長期借入金 ※２   2,406,417 414,963   1,634,692 

３．退職給付引当金     69,694 49,680   59,983 

４．役員退職慰労引当
金 

    253,356 265,036   261,012 

５．債務保証損失引当
金 

    － 33,848   － 

６．偶発損失引当金     － 141,000   － 

７．リース資産減損勘
定  

    5,992 －   － 

８．その他     46,352 28,135   40,527 

固定負債合計     2,781,813 28.1 1,291,064 16.4   2,354,615 22.8

負債合計     8,487,999 85.8 6,553,232 83.4   7,078,321 68.6

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     2,367,404 23.9   2,787,404 35.5   2,787,404 27.0 

２．資本剰余金     1,672,011 16.9   2,092,011 26.6   2,092,011 20.3 

３．利益剰余金     △2,972,049 △30.0   △3,690,599 △47.0   △1,792,948 △17.4 

４．自己株式     △927 △0.0   △927 △0.0   △927 △0.0 

株主資本合計     1,066,439 10.8   1,187,888 15.1   3,085,540 29.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    339,603 3.4   118,009 1.5   136,581 1.3 

２．為替換算調整勘定     925 0.0   － －   1,118 0.0 

評価・換算差額等合
計 

    340,528 3.4   118,009 1.5   137,700 1.3 

Ⅲ 少数株主持分     － －   － －   18,413 0.2 

純資産合計     1,406,968 14.2   1,305,897 16.6   3,241,653 31.4 

負債純資産合計     9,894,968 100.0   7,859,130 100.0   10,319,975 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,741,114 100.0 3,790,866 100.0   12,734,202 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,487,028 58.0 2,903,258 76.6   7,730,226 60.7

売上総利益     3,254,085 42.0 887,607 23.4   5,003,975 39.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,582,182 46.3 1,698,103 44.8   4,766,911 37.4

営業利益(△損失)     △328,096 △4.3 △810,495 △21.4   237,064 1.9

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息及び受取
配当金 

  39,280   13,659 46,939   

２．投資有価証券売却
益 

  －   － 47,500   

３．投資事業組合収益   18,805   － 17,870   

４．事業転売収益    －   50,418 －   

５．その他   14,101 72,187 0.9 14,844 78,922 2.1 25,085 137,395 1.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   91,491   65,425 177,815   

２．持分法による投資
損失 

  1,264   41,165 15,386   

３．シンジケートロー
ン手数料償却  

  37,659   38,743 76,042   

４．その他   10,813 141,229 1.8 26,255 171,590 4.5 32,339 301,584 2.4

経常利益(△損失)     △397,139 △5.2 △903,164 △23.8   72,875 0.6

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益   －   － 53,188   

２．関係会社株式売却益   472,748   19,767 2,213,677   

３．その他   23,328 496,076 6.4 1,068 20,835 0.5 26,640 2,293,506 18.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損   78,707   28,375 98,434   

２．投資有価証券評価損   61,665   93,111 103,542   

３．事業整理損 ※３ －   － 189,365   

４．貸倒引当金繰入額   567,102   146,894 644,641   

５．債権放棄損失   －   － 331,206   

６．減損損失 ※２ 55,122   143,815 97,989   

７．商品評価損   －   236,000 －   

８．債務保証損失引当
金繰入額 

  －   245,620 －   

９．偶発損失引当金繰
入額 

  －   141,000 －   

10．その他   68,754 831,352 10.7 15,313 1,050,131 27.7 214,565 1,679,744 13.2

税金等調整前中間
（当期）純利益
（△純損失） 

    △732,415 △9.5 △1,932,459 △51.0   686,637 5.4

法人税、住民税及
び事業税 

  34,882   11,985 64,184   

法人税等調整額   330,967 365,849 4.7 △26,798 △14,813 △0.4 523,204 587,388 4.6

少数株主損失     23,914 0.3 18,413 0.5   5,501 0.0

中間（当期）純利
益（△純損失） 

    △1,074,350 △13.9 △1,899,232 △50.1   104,750 0.8

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年５月21日 至 平成18年11月20日） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年５月20日 残高 
（千円） 

2,367,404 1,672,011 △1,897,698 △927 2,140,789

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失（千円）   △1,074,350   △1,074,350

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額) 

(千円） 

    －

中間連結会計期間中の変動額
合計（千円） 

－ － △1,074,350 － △1,074,350

平成18年11月20日 残高
（千円） 

2,367,404 1,672,011 △2,972,049 △927 1,066,439

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年５月20日 残高 
（千円） 

1,334,136 1,087 1,335,223 260,187 3,736,200

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失（千円）     △1,074,350

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額) 

(千円） 

△994,532 △162 △994,694 △260,187 △1,254,882

中間連結会計期間中の変動額
合計 （千円） 

△994,532 △162 △994,694 △260,187 △2,329,232

平成18年11月20日 残高 
（千円） 

339,603 925 340,528 － 1,406,968



当中間連結会計期間（自 平成19年５月21日 至 平成19年11月20日） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年５月20日 残高 
（千円） 

2,787,404 2,092,011 △1,792,948 △927 3,085,540

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失（千円）   △1,899,232   △1,899,232

持分法適用会社減少に伴
う増加高 

  1,581   1,581

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額) 

(千円） 

    

中間連結会計期間中の変動額
合計（千円） 

－ － △1,897,651 － △1,897,651

平成19年11月20日 残高
（千円） 

2,787,404 2,092,011 △3,690,599 △927 1,187,888

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成19年５月20日 残高 
（千円） 

136,581 1,118 137,700 18,413 3,241,653

中間連結会計期間中の変動額          

中間純損失（千円）     △1,899,232

持分法適用会社減少に伴う
増加高 

    1,581

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額) 

(千円） 

△18,572 △1,118 △19,691 △18,413 △38,104

中間連結会計期間中の変動額
合計 （千円） 

△18,572 △1,118 △19,691 △18,413 △1,935,755

平成19年11月20日 残高 
（千円） 

118,009 － 118,009 － 1,305,897



前連結会計年度（自平成18年５月21日 至平成19年５月20日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年５月20日 残高 

        （千円） 
2,367,404 1,672,011 △1,897,698 △927 2,140,789 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行（千円） 420,000 420,000     840,000 

当期純利益（千円）     104,750   104,750 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 

（千円） 

          

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
420,000 420,000 104,750 － 944,750 

平成19年５月20日 残高 

（千円） 
2,787,404 2,092,011 △1,792,948 △927 3,085,540 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年５月20日 残高 

（千円） 
1,334,136 1,087 1,335,223 260,187 3,736,200 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行（千円）         840,000 

当期純利益（千円）         104,750 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 

（千円） 

△1,197,554 30 △1,197,523 △241,774 △1,439,297 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
△1,197,554 30 △1,197,523 △241,774 △494,547 

平成19年５月20日 残高 

（千円） 
136,581 1,118 137,700 18,413 3,241,653 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益（△
純損失） 

  △732,415 △1,932,459 686,637

減価償却費   231,428 188,359 379,307

減損損失    55,122 143,815 97,989

シンジケートローン
手数料償却 

  37,659 38,743 76,042

債権放棄損失   － － 331,206

貸倒損失   － － 125,538

退職給付引当金の増
減額（△減少） 

  2,328 △10,302 △4,576

役員退職慰労引当金
の増減額（△減少） 

  △10,728 4,024 512

貸倒引当金の増減額
（△減少） 

  567,102 116,283 △191,746

債務保証損失引当金
の増加額 

  － 245,620 －

偶発損失引当金の増
加額 

  － 141,000 －

受取利息及び受取配
当金 

  △39,280 △13,659 △46,939

投資有価証券売却益   － － △100,688

関係会社株式売却益   △472,748 △19,767 △2,213,677

支払利息   91,491 65,425 177,815

持分法による投資損
失 

  1,264 41,165 15,386

固定資産処分損   78,707 28,375 98,434

投資有価証券評価損   61,665 93,111 103,542

売上債権の増加額   △205,925 △90,356 △250,755

たな卸資産の増減額
（△増加） 

  △124,570 119,455 △467,506

仕入債務の増減額
（△減少） 

  △13,317 △21,208 35,292

未払金の増加額    191,900 130,887 630,267

前受金の増減額 
（△減少） 

  △26,469 68,790 11,509

その他   201,043 121,056 81,501

小計   △105,741 △541,639 △424,907

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額 

  5,352 8,796 6,827

利息の支払額   △103,245 △69,698 △199,433

法人税等の支払額   △27,004 △2,474 △22,804

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △230,638 △605,016 △640,316

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出  

  △150,504 △69,015 △326,515

定期預金払戻収入    － 226,214 74,215

有形固定資産の取得
による支出 

  △87,184 △19,766 △154,008

無形固定資産の取得
による支出 

  － △106,644 －

投資有価証券の取得
による支出 

  △61,000 △20,600 △62,490

投資有価証券の売却
による収入 

  623,918 40,239 1,055,022

関係会社株式の売却
による収入 

  － 495,000 －

連結除外子会社株式
の売却による収入  

  486,109 － 1,947,816

長期前払費用の取得
による支出 

  △30,220 △123,739 △28,874

貸付による支出   － △53,567 △49,665

貸付金の回収による
収入 

  220,206 224,938 316,657

その他   65,146 △3,242 302,856

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,066,471 589,816 3,075,015

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（△減少） 

  △184,524 427,928 △722,978

長期借入れによる収
入 

  300,000 90,000 310,000

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,533,575 △1,615,094 △2,807,950

社債発行による収入   － － 357,566

株式の発行による収
入 

  － － 835,490

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,418,099 △1,097,166 △2,027,871

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － △64 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少） 

  △582,265 △1,112,430 406,827

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,013,078 1,419,905 1,013,078

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  430,812 307,474 1,419,905

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

当社及び当グループ各社は、引続き

厳しい経営環境のなかで、収益性向上

とキャッシュ・フロー改善にグループ

の総力をあげて取組んでおりますが、

当中間連結会計期間において328百万

円の営業損失、1,074百万円の中間純

損失を計上しております。また、営業

キャッシュ・フローについても当中間

連結会計期間に230百万円のマイナス

となっております。さらに、保有株式

の株価下落によりその他有価証券評価

差額金が大幅な減少となり純資産の部

が減少した結果、シンジケートローン

契約（平成18年11月20日現在実行額

4,286百万円）の一部につき財務制限

条項に抵触する事実が発生しており、

当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

当社及び当グループ各社は、このよ

うな状態を解消すべく、平成18年12月

に策定した今後３ヵ年の経営計画に基

づき、コンサルティング事業の高収益

化の実現と、営業キャッシュ・フロー

の改善に取り組んでまいります。 

また、金融機関に対しては、当該シ

ンジケートローン契約の継続について

交渉し、期限の利益喪失による一括返

済義務が生じないよう対処する所存で

あります。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。 

当社及び当グループ各社は、引続き

厳しい経営環境のなかで、収益性向上

とキャッシュ・フロー改善にグループ

の総力をあげて取組んでおりますが、

当中間連結会計期間において810百万

円の営業損失、1,899百万円の中間純

損失を計上しております。また、営業

キャッシュ・フローについても当中間

連結会計期間に605百万円のマイナス

となっております。この結果、シンジ

ケートローン契約（平成19年11月20日

現在実行額1,656百万円）において財

務制限条項に抵触する事実が発生して

おり、当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

当社及び当グループ各社は、このよ

うな状態を解消すべく、平成19年12月

に策定した今後３ヵ年の経営計画に基

づき、コンサルティング事業の高収益

化の実現による営業キャッシュ・フロ

ーの改善に取り組んでまいります。 

また、平成20年２月４日付で持分法

適用関連会社である㈱エム・シー・ア

イ社株式の譲渡（譲渡金額430百万

円）を取締役会で決議しました。 

 上記以外にも直接金融を中心とした

多用な手段を視野に入れ、早期に

2,000百万円規模の資金を調達すべ

く、取り組んでまいります。 

金融機関に対しては、当該シンジケ

ートローン契約の継続について交渉

し、期限の利益喪失による一括返済義

務が生じないよう対処する所存であり

ます。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。 

当社及び当グループ各社は、引続き

厳しい経営環境のなかで、財務体質改

善に向けて各種財務戦略を実行しつ

つ、収益性向上とキャッシュ・フロー

改善にグループの総力をあげて取組み

ました結果、当連結会計年度において

営業キャッシュ・フローは640百万円

のマイナスではあるものの、237百万

円の営業利益、104百万円の純利益を

計上することができました。しかし、

当中間連結会計期間末にて抵触してお

りました財務制限条項の解消までは至

らず、シンジケートローン契約（平成

19年5月20日現在実行額3,154百万円）

の財務制限条項に抵触する事実が発生

しております。当該状況により、引続

き継続企業の前提に関する重要な疑義

が生じております。 

当社及び当社グループ各社は、この

ような状態を解消すべく、平成19年７

月に策定した今後３ヵ年の経営計画に

基づき、引続きコンサルティング事業

の高収益化の実現と、営業キャッシ

ュ・フローの改善に取り組んでまいり

ます。 

また、金融機関に対しては、当連結

会計年度において黒字転換できた状況

等を確認いただきながら当該シンジケ

ートローンの契約の継続について交渉

し、期限の利益喪失による一括返済義

務が生じないよう対処する所存であり

ます。 

連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

㈱リンク・プロモーション、㈱

エル・シー・エーコミュニケー

ションズ、㈱ＮＱＡ－Ｊａｐａ

ｎ、㈱ユー・エフ・リンク、㈱

ＬＣＡ－Ｉ、㈱Ａｃｔｉｖｅ  

Ｌｉｎｋ 

  前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱イデア・

リンクは株式の売却により、損

益のみを連結の範囲に含めてお

ります。 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

㈱リンク・プロモーション、㈱

エル・シー・エーコミュニケー

ションズ、㈱ＮＱＡ－Ｊａｐａ

ｎ、㈱ユー・エフ・リンク、㈱

ＬＣＡ－Ｉ、㈱Ａｃｔｉｖｅ 

Ｌｉｎｋ 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

㈱リンク・プロモーション、㈱

エル・シー・エーコミュニケー

ションズ、㈱ＮＱＡ－Ｊａｐａ

ｎ、㈱ユー・エフ・リンク、㈱

ＬＣＡ-Ｉ、㈱Ａｃｔｉｖｅ  

Ｌｉｎｋ 

 当連結会計年度において新設

分割により設立いたしました㈱

エム・シー・アイについては、

持分比率の低下により当連結会

計年度（下期末）において関連

会社となったため、損益のみを

連結の範囲に含めております。 

 前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱イデア・

リンクは、株式の売却により当

連結会計年度（上期末）より連

結の範囲から除いております。 

  (2) 北京如水慧企業管理諮詢有

限公司については、総資産、

売上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等がいず

れも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲に含めており

ません。 

(2)      同左 (2) 北京如水慧企業管理諮詢有限

公司については、総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金（持分に見

合う額）等がいずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲に含めて

おりません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

３社 

(1) 持分法適用の関連会社数 

５社 

(1） 持分法適用の関連会社数 

６社 

  主要な会社名 

凌空行（上海）企業経営有限

公司、㈱エスジー・リンク、

㈱リンク・ポット 

主要な会社名 

凌空行（上海）企業経営有限

公司、㈱エスジー・リンク、

㈱リンク・ポット、㈱ＩＳＢ

コンサルティング、㈱エム・

シー・アイ 

 前連結会計年度において持

分法適用の関連会社であった

㈱リンク・トラストについて

は、株式の譲渡により持分比

率が低下したため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

凌空行（上海）企業経営有限公

司、㈱エスジー・リンク、㈱リ

ンク・ポット、㈱リンク・トラ

スト、㈱ＩＳＢコンサルティン

グ、㈱エム・シー・アイ 

 ㈱エム・シー・アイについて

は、上記１．「連結の範囲に関

する事項」に記載した事由によ

り持分法適用会社としておりま

す。 

 ㈱リンク・トラスト及び㈱Ｉ

ＳＢコンサルティングは、新規

設立により、当連結会計年度よ

り持分法の適用範囲に含めてお

ります。 

  (2）非連結子会社の北京如水慧企

業管理諮詢有限公司について

は、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

が無いため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

(2）     同左 (2）非連結子会社の北京如水慧企

業管理諮詢有限公司について

は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が無い

ため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

  (3)持分法を適用していない関連会

社（㈱リンクトラスト、㈱ＩＳ

Ｂコンサルティング）について

は、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の

適用から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

が無いため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(3)    ───── (3)    ───── 

  (4)持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる

会社については、主に各社の中

間会計期間に係る中間財務諸表

を使用しております。 

(4)       同左 (4)持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につ

いては、各社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日

等（事業年度等）に関する

事項 

連結子会社の中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

連結子会社の中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は次のとおりであり

ます。 

  会社名   中間決算日 

      

㈱リンク・プロモ

ーション 
  10月31日＊

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐ

ａｎ 
  10月31日＊

㈱エル・シー・エ

ーコミュニケーシ

ョンズ 

  10月31日＊

㈱ユー・エフ・リ

ンク 
10月31日＊

㈱ＬＣＡ－Ｉ   ９月30日＊

㈱ＡｃｔｉｖｅＬ

ｉｎｋ 
10月31日＊

会社名   中間決算日 

      

㈱リンク・プロモ

ーション 
  10月31日＊

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐ

ａｎ 
  10月31日＊

㈱エル・シー・エ

ーコミュニケーシ

ョンズ 

  10月31日＊

㈱ユー・エフ・リ

ンク 
10月31日＊

㈱ＬＣＡ－Ｉ   ９月30日＊

㈱ＡｃｔｉｖｅＬ

ｉｎｋ 
10月31日＊

会社名   決算日 

     

㈱リンク・プロモ

ーション 
  4月30日＊

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐ

ａｎ 
  4月30日＊

㈱エル・シー・エ

ーコミュニケーシ

ョンズ 

  4月30日＊

㈱ユー・エフ・リ

ンク 
  4月30日＊

㈱ＬＣＡ－Ｉ   3月31日＊

㈱Ａｃｔｉｖｅ  

Ｌｉｎｋ 
  4月30日＊

  *  連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用してお

ります。 

 なお、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行

っております。 

*  連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用してお

ります。 

 なお、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行

っております。 

＊ 連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。

なお、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

…  同左 

② デリバティブ 

…  同左 

  

  ③ たな卸資産 

主として総平均法による原

価法  

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 

…８～18年 

工具、器具及び備品 

…４～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左  

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

   ──── （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

この変更による影響は軽微で

あります。 

 ──── 

   ──── （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に達した

連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

この変更による影響は軽微で

あります。 

 ──── 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は以下の

とおりであります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

    のれん     ５年 

  ソフトウェア  ５年 

   

  ③ 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

  ②     ──── 

  

 ② 債務保証損失引当金 

 代位弁済に伴う損失の発生

に備えるため被保証会社の財

政状態を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。 

（追加情報）  

 保証債務の履行による損失

の可能性が高まったことか

ら、当中間連結会計期間より

保証の履行による損失負担見

込み額を債務保証損失引当金

として計上しております。 

 これにより、税金等調整前

中間純損失が245,620千円増加

しております。  

②     ──── 

  

  ③     ────  

  

 ③ 偶発損失引当金  

 将来発生する可能性の高い

偶発損失に備え、偶発事象毎

に個別のリスク等を勘案し、

合理的に算出した負担損失見

込み額を計上しております。 

（追加情報）  

 当中間連結会計期間におい

て、損失の発生の可能性が高

く、かつ金額を合理的に見積

もることができる事象が発生

したため、損失見込額を計上

しております。 

 これにより税金等調整前中

間純損失が141,000千円増加

しております。 

③     ────  

  

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額相当額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく連結会

計年度末要支給額相当額を計

上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

  (4）重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準  

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて

計上しております。 

(4）重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準  

同左 

(4）重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上し

ております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法  

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについ

ては特例処理を行っており

ます。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ア．ヘッジ手段…金利スワッ

プ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ア．ヘッジ手段…同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ア．ヘッジ手段…同左 

  イ. ヘッジ対象…変動金利の

借入金利息 

イ. ヘッジ対象…同左 イ. ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 市場相場変動に伴うリス

クの軽減を目的として利用

する方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎

に判定しております。 

 なお、特例処理の適用要

件を充たしている金利スワ

ップについては、有効性が

保証されるため、有効性の

判定は省略しておりま

す。  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 繰延資産の処理方法 

ア．  ────  

② 繰延資産の処理方法 

ア．  ────  

② 繰延資産の処理方法 

ア．株式交付費 

 支出時に全額費用として

処理しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

 ──────  ────── （ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日最終改正）を適用しております。

  この変更による影響は軽微でありま

す。    

（加盟金売上の処理方法）  

  従来、フランチャイズ加盟金の売上

計上基準については、加盟契約の締結

及び加盟金の入金をもって売上計上す

る方法によっておりましたが、加盟契

約後出店に至らず加盟金の返金等を行

うケースが生じていることから、売上

認識をより客観的・保守的に行うた

め、当中間連結会計期間より加盟店の

出店確定時に売上計上する方法に変更

いたしました。 

 この変更による影響は軽微でありま

す。 

 ────── （加盟金売上の処理方法） 

 従来、フランチャイズ加盟金の売上

計上基準については、加盟契約の締結

及び加盟金の入金をもって売上計上す

る方法によっておりましたが、加盟契

約後出店に至らず加盟金の返金等を行

うケースが生じていることから、売上

認識をより客観的・保守的に行うた

め、当連結会計年度より加盟店の出店

確定時に売上計上する方法に変更いた

しました。 

 この変更により売上高、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ20,000千円減少しており

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

────── （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで「無形固定資産」として一括掲

記しておりましたが、「のれん」について、資産の総額の

100分の１を超えたため当中間連結会計期間より区分掲記

しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「無形固定資産合計」に

含まれる「のれん」の金額は10,200千円であります。  

 「前受金」は前中間連結会計期間までは、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、負債及び純資

産の合計額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「その他」に含まれる

「前受金」の金額は292,908千円であります。  

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「１年

以内リース資産減損勘定」（当中間連結会計期間末の残高

は4,870千円）は、当中間連結会計期間末において、金額

的重要性が乏しくなったため流動負債の「その他」に含め

て表示することにしました。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「リー

ス資産減損勘定」（当中間連結会計期間末の残高は1,564

千円）は、当中間連結会計期間末において、金額的重要性

が乏しくなったため固定負債の「その他」に含めて表示す

ることにしました。 

（中間連結損益計算書関係） 

 「投資事業組合収益」は前中間連結会計期間までは、

営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました

が、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「投資事業組合収

益」の金額は1,967千円であります。  

（中間連結損益計算書関係）  

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「投資事業組合収益」（当中間連結会計期間は30千円）

は、営業外収益の総額の100分の10以下となりましたの

で、営業外収益の「その他」に含めて表示することにしま

した。 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産の

取得による支出」及び「敷金・保証金の取得による支出」

は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しく

なったため「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている

「無形固定資産の取得による支出」は907千円、「敷金・

保証金の取得による支出」は24,540千円であります。 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産の

取得による支出」は、前中間連結会計期間は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている

「無形固定資産の取得による支出」は907千円でありま

す。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年５月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       367,485千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

293,157千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

326,078千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

定期預金 41,691千円

投資有価証券 1,683,870 

計 1,725,561 

投資有価証券 630,240千円

計 630,240 

定期預金 41,691千円

投資有価証券 1,493,475 

計 1,535,166 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金    570,000千円

長期借入金 180,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 750,000 

短期借入金 20,000千円

長期借入金 60,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 80,000 

短期借入金 310,000千円

長期借入金 120,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 430,000 

３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の債務に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

(1）借入金に対する債務保証 

３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の債務に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

(1）借入金に対する債務保証 

３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の債務に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

(1）借入金に対する債務保証 

㈱エステートセイワ     13,475千円

㈱バスク    1,130 

㈱バイタルプレスト     20,394 

㈱リンク・ポット 50,000 

㈱ケア・リンク  120,000 

㈱イデア・リンク  691,500 

計 896,499 

㈱バイタルプレスト 4,783千円

㈱リンク・ポット 20,002 

㈱ケア・リンク  80,000 

㈱イデア・プラス（注） 534,700 

計 639,485 

㈱エステートセイワ 6,125千円

㈱イデア・リンク 668,100 

㈱バイタルプレスト 17,580 

㈱リンク・ポット 45,002 

㈱ケア・リンク 100,000 

計 836,807 

(2) リース債務に対する債務保証 (2) リース債務に対する債務保証 (2）リース債務に対する債務保証 

㈱エル・シー・エー・

リコンストラクション 
     2,056千円

㈱リンク・ポット 12,322 

オーナーズエージェン

ト㈱ 
3,267 

㈱ドリームエクスプロ

ーラ 
984 

㈱メディアコミュニケ

ーションズ 
294,313 

㈱ケア・リンク  1,788,077 

㈱イデア・リンク  19,201 

計 2,120,224 

 （注）㈱イデア・リンクが社名変更して

おります。 

㈱リンク・ポット 9,063千円

㈱ケア・リンク  1,538,959 

㈱イデア・プラス（注） 8,623 

計 1,556,647 

㈱エル・シー・エー・

リコンストラクション 
1,408千円

㈱リンク・ポット 21,687 

㈱イデア・リンク 12,298 

㈱ケア・リンク 1,658,465 

㈱メディアコミュニケ

ーションズ 
252,565 

計 1,946,425 

（3）割賦購入債務に対する債務保証  (3)        ──────  (3)        ────── 

㈱リンク・ポット 12,924千円

計 12,924 

   

※４            ────── ※４ 消費税等に係る表示 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

し、未収消費税等として流動資産の「そ

の他」に、または未払消費税等として流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４            ──────  

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年５月20日） 

 ５ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

 ５ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

 ５ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

     750百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(1)        ────── (1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当連結会計年度末残高 

300百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

     1,250百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

       550百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当連結会計年度末残高 

1,000百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする  

 平成18年1月24日付シンジケート・ロー

ン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,150百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

  1,536百万円 

③ 財務制限条項 

  各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする  

 平成18年1月24日付シンジケート・ロー

ン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,150百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

    706百万円 

③ 財務制限条項 

  各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成18年1月24日付シンジケート・ロ

ーン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,150百万円 

② 当連結会計年度末残高 1,229百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年５月20日） 

(4) ㈱みずほ銀行を主幹事とする  

 平成18年1月25日付シンジケート・ロー

ン契約  

① 特定融資枠契約の総額 1,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高   

 750百万円 

③ 財務制限条項 

   各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成17年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(4) ㈱みずほ銀行を主幹事とする  

 平成18年1月25日付シンジケート・ロー

ン契約  

① 特定融資枠契約の総額 1,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高   

 400百万円 

③ 財務制限条項 

   各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成17年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(4) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成18年1月25日付シンジケート・ 

ローン契約 

 ① 特定融資枠契約の総額 1,000百万円 

 ② 当連結会計年度末残高  625百万円  

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成17年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 298,567千円

役員報酬      130,686 

従業員給与 783,225 

役員退職慰労引当金

繰入額 
11,880 

退職給付費用 2,639 

雑給 660,869 

地代家賃  443,906 

広告宣伝費 114,967千円

役員報酬 116,909 

従業員給与 599,225 

役員退職慰労引当金

繰入額 
14,704 

退職給付費用 1,377 

雑給 27,277 

地代家賃  129,328 

広告宣伝費      436,071千円

役員報酬 221,031 

従業員給与 1,206,896 

雑給 701,389 

役員退職慰労引当金

繰入額 
23,120 

退職給付費用 4,977 

地代家賃 578,695 

※２ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

当社グループは、事業用資産について

は主として管理会計上の区分により、ま

た、遊休資産については個々の資産別に

グルーピングを行っております。  

その結果、一部の事業用資産について

は今後経常的な損失が予想されるため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（55,122千円）とし

て特別損失に計上しております。その内

訳は、建物及び構築物21,667千円、工具

器具及び備品3,149千円、のれん25,315

千円、ソフトウェア622千円、電話加入

権903千円及びリース資産3,462千円であ

ります。 

なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー

を５％で割り引いて算定しております。 

地域 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

首都圏  店舗設備 
建物及び

構築物等 
13,656 

 近畿圏  店舗設備 
建物及び

構築物等 
1,361 

 中部圏  店舗設備 
建物及び

構築物等 
9,435 

 その他 
 販売業務

施設等 

建物及び

構築物

等  

30,668 

※２ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

当社グループは、事業用資産について

は主として管理会計上の区分により、ま

た、遊休資産については個々の資産別に

グルーピングを行っております。  

その結果、一部の事業用資産について

は今後経常的な損失が予想されるため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（143,815千円）と

して特別損失に計上しております。その

内訳は、のれん20,000千円、長期前払費

用123,815千円であります。 

なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー

を５％で割り引いて算定しております。 

地域 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

－ － 

のれん、

長期前払

費用 

143,815

※２ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

当社グループは、事業用資産について

は主として管理会計上の区分により、ま

た、遊休資産については個々の資産別に

グルーピングを行っております。  

その結果、一部の事業用資産について

は今後経常的な損失が予想されるため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（97,989千円）とし

て特別損失に計上しております。その内

訳は、建物及び構築物21,667千円、工

具、器具及び備品3,149千円、のれん

25,315千円、ソフトウェア622千円、そ

の他無形固定資産5,445千円、長期前払

費用38,325千円及びリース資産3,462千

円であります。 

なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー

を５％で割り引いて算定しております。 

地域 用途 種類 
 減損損失 
 （千円） 

首都圏 店舗設備 
建物及び 

構築物等 
13,656

近畿圏 店舗設備 
建物及び 

構築物等 
1,361

中部圏 店舗設備 
建物及び 

構築物等 
9,435

その他 
販売業務

施設等 

のれん、

長期前払

費用他 

73,535

※３      ────── ※３      ────── ※３ 事業整理損 

事業整理損は、中期経営計画に基づき

「事業再編の完成」に向け、当社におけ

るアウト・プレースメント事業の完全撤

退及び子会社における店舗閉鎖等に際し

発生した費用であり、内訳は次のとおり

であります。  

業務委託費   114,809千円
人件費 19,178 
地代家賃 18,851 
店舗閉鎖費用  29,725 
その他 6,800 

計 189,365 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年５月21日 至 平成18年11月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

該当事項はありません。  

  

３．配当に関する事項  

該当事項はありません。  

当中間連結会計期間（自 平成19年５月21日 至 平成19年11月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

３．配当に関する事項  

該当事項はありません。  

 
前連結会計年度末 

株式数 

当中間連結会計期間

増加株式数 

当中間連結会計期間

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

  （株) （株） （株） （株） 

発行済株式        

普通株式 21,526,320 － － 21,526,320 

合計 21,526,320 － － 21,526,320 

自己株式        

普通株式 785 － － 785 

合計 785 － － 785 

 
前連結会計年度末 

株式数 

当中間連結会計期間

増加株式数 

当中間連結会計期間

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

  （株) （株） （株） （株） 

発行済株式        

普通株式 28,526,320 － － 28,526,320 

合計 28,526,320 － － 28,526,320 

自己株式        

普通株式 785 － － 785 

合計 785 － － 785 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間
増加 

当中間連結
会計期間
減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

平成18年新株予約権 普通株式 1,200 － － 1,200 － 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － 1,200 － － 1,200 － 



前連結会計年度（自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加7,000,000株は、新株の発行による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）平成18年新株予約権の当連結会計年度増加は、転換社債型新株予約権付社債に係る新株予約権の発行によるもの

であります。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

  （株）  （株）  （株）  （株）  

 発行済株式        

 普通株式 （注） 21,526,320 7,000,000 － 28,526,320 

 合計 21,526,320 7,000,000 － 28,526,320 

 自己株式         

 普通株式  785 － － 785 

 合計 785 － － 785 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

平成18年新株予約権（注） 普通株式 － 1,200 － 1,200 － 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － 1,200 － 1,200 － 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年11月20日現在） 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成19年11月20日現在） 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成19年５月20日現在） 

現金及び預金勘定      671,216千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△240,404 

現金及び現金同等物     430,812 

現金及び預金勘定 479,624千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△172,150 

現金及び現金同等物 307,474 

現金及び預金勘定 1,762,105千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△342,199 

現金及び現金同等物 1,419,905 

(2) 当中間連結会計期間に株式の売却により

連結子会社でなくなった会社の資産及び負

債の主な内訳  

株式の売却により、㈱イデア・リンクが

連結子会社でなくなったことに伴う売却時

の資産及び負債の内訳  

流動資産      657,516千円

固定資産 1,937,014 

 資産合計 2,594,531 

流動負債 976,699 

固定負債 951,766 

 負債合計 1,928,466 

(2)      ────── (2) 当連結会計年度に株式の売却により連結

子会社でなくなった会社の資産及び負債の

主な内訳 

株式の売却により、㈱イデア・リンクが

連結子会社でなくなったことに伴う売却時

の資産及び負債の内訳 

流動資産  657,516千円

固定資産  1,937,014 

 資産合計 2,594,531 

流動負債  976,699 

固定負債  951,766 

 負債合計 1,928,466 

    株式の売却により、㈱エム・シー・アイ

が連結子会社でなくなったことに伴う売却

時の資産及び負債の内訳 

流動資産 408,036千円

固定資産 11,539 

 資産合計 419,576 

流動負債 98,902 

固定負債 6,390 

 負債合計 105,293 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、
器具及
び備品 

360,572 206,198 8,413 145,960 

車輌運
搬具 

16,390 7,659 － 8,730 

ソフト
ウェア 

103,154 59,047 8,487 35,619 

その他 1,621 528 － 1,092 

合計 481,738 273,434 16,900 191,403 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、
器具及
び備品 

301,893 200,058 8,413 93,420

車輌運
搬具 

20,397 12,114 － 8,283

ソフト
ウェア 

91,971 66,294 8,487 17,189

その他 1,621 934 － 686

合計 415,882 279,401 16,900 119,580

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具、
器具及
び備品

372,580 237,822 8,413 126,344

車輌運
搬具 

16,390 9,819 － 6,570

ソフト
ウェア

95,021 61,918 8,487 24,615

その他 1,621 770 － 850

合計 485,613 310,330 16,900 158,381

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等  

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      81,291千円

１年超 184,009千円

合計  265,300千円

リース資産減損勘定

の残高 

     11,170千円

１年内 74,430千円

１年超 122,181千円

合計 196,612千円

リース資産減損勘定

の残高 

6,422千円

１年内 77,805千円

１年超 162,027千円

合計 239,832千円

リース資産減損勘定

の残高 

8,858千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失  

支払リース料     107,496千円

リース資産減損勘定

の取崩額  

11,702千円

減価償却費相当額 95,083千円

支払利息相当額 9,792千円

減損損失  3,462千円

支払リース料 45,295千円

リース資産減損勘定

の取崩額  

2,435千円

減価償却費相当額 36,068千円

支払利息相当額 4,737千円

支払リース料 155,267千円

リース資産減損勘定

の取崩額 

14,015千円

減価償却費相当額 147,076千円

支払利息相当額 15,176千円

減損損失 3,462千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定率法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料 

１年内       7,901千円

１年超 7,901千円

合計      15,803千円

１年内 8,849千円

１年超 3,950千円

合計   12,799千円

１年内 7,901千円

１年超  3,950千円

合計 11,852千円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、合理的な反証がない

限り、回復見込みのない著しい下落とみなし減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を

考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 当中間連結会計期間の減損処理は次のとおりであります。 

株式 8,112千円 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当中間連結会計期間において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しております。 

当中間連結会計期間の減損処理額は次のとおりであります。 

株式 84,999千円 

  

前中間連結会計期間末（平成18年11月20日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 1,412,604 1,984,327 571,723 

合計 1,412,604 1,984,327 571,723 

  
前中間連結会計期間末（平成18年11月20日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 607,270 

非上場新株引受権 0 

投資事業組合出資金  19,923 

  

当中間連結会計期間末（平成19年11月20日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 1,251,175 1,449,843 198,668 

合計 1,251,175 1,449,843 198,668 

  
当中間連結会計期間末（平成19年11月20日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 673,483 

社債 20,000 

投資事業組合出資金  4,300 



（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、合理的な反証がない

限り、回復見込みのない著しい下落とみなし減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を

考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 当連結会計年度の減損処理は次のとおりであります。 

株式    61,665千円 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しております。 

当連結会計年度の減損処理額は次のとおりであります。 

株式    41,876千円 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間）（自平成18年５月21日 至平成18年11月20日） 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。   

（当中間連結会計期間）（自平成19年５月21日 至平成19年11月20日） 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。   

（前連結会計年度）（自平成18年５月21日 至平成19年５月20日） 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。  

  

前連結会計年度（平成19年５月20日） 

取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 1,272,563 1,502,498 229,935 

合計 1,272,563 1,502,498 229,935 

  
前連結会計年度（平成19年５月20日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 755,883 

投資事業組合出資金 4,548 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

金利  スワップ取引 1,250,000 △11,779 △11,779 

合計 1,250,000 △11,779 △11,779 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

金利  スワップ取引 1,500,000 △3,447 △3,447 

合計 1,500,000 △3,447 △3,447 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

金利 スワップ取引 1,000,000 △7,484 △7,484 

合計 1,000,000 △7,484 △7,484 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年５月21日 至 平成18年11月20日)  

 当中間連結会計期間において、ストック・オプション、自社株式オプションの付与又は自社の株式の交付を行っていな

いため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成19年５月21日 至 平成19年11月20日)  

 当中間連結会計期間において、ストック・オプション、自社株式オプションの付与又は自社の株式の交付を行っていな

いため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日)  

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。  

  平成16年ストック・オプション  

 付与対象者の区分及び数 
  当社及び当社子会社の取締役、当社監

査役、執行役員、従業員及び顧問 117名

 ストック・オプション数（注）   普通株式 800,000株 

 付与日   平成16年10月19日 

 権利確定条件   権利確定条件は付されておりません。

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間 
 平成16年10月20日から 

 平成20年10月19日まで 

 権利行使価格           （円）  625 

付与日における公正な評価単価（円）  － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年５月21日 至平成18年11月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

 ３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

フランチャイズ加盟金の売上計上基準については、加盟契約の締結及び入金をもって売上計上する方法か

ら、加盟店の出店確定時に売上計上する方法に変更いたしました。この変更による影響は軽微であります。 

  
外食業界
関連事業 
（千円） 

自動車業
界関連事
業 
（千円） 

医療・介
護業界関
連事業 
（千円） 

住宅・建
設・不動
産業界関
連事業 
（千円） 

その他業
界関連事業 
（千円） 

キャリア
ディベロ
ップメン
ト事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社 
（千円） 

連結(千円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,518,982 2,474,282 573,960 388,433 722,361 63,094 7,741,114 － 7,741,114 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

6,987 721 － － 33,544 － 41,254 (41,254) － 

計 3,525,969 2,475,003 573,960 388,433 755,906 63,094 7,782,368 (41,254) 7,741,114 

営業費用 3,439,569 2,845,717 509,246 325,166 836,442 154,321 8,110,465 (41,254) 8,069,211 

営業利益 

（又は営業損失） 
86,399 (370,713) 64,713 63,266 (80,535) (91,227) (328,096) － (328,096)

(1）外食業界関連事業 … 外食関連企業向けコンサルティング、外食店舗運営、外食

ＦＣ本部運営 

(2）自動車業界関連事業 … 自動車関連企業向けコンサルティング、新車販売店舗運

営、中古車買取・販売事業の店舗運営、軽板金修理のＦＣ

店舗展開、自動車関連用部品販売システムの運営 

(3）医療・介護業界関連事業 … 病院・製薬会社・医療機関・介護関連企業向けコンサルテ

ィング及びＩＳＯ取得支援 

(4）住宅・建設・不動産業界関連事業 … 住宅関連企業向けコンサルティング 

(5）その他業界関連事業 … 上記の特化業界以外の企業向けコンサルティング、コール

センター事業、教育事業等 

(6）キャリアディベロップメント事業 … 人材の再就職支援及び対象人材のキャリア開発支援事業 



当中間連結会計期間（自平成19年５月21日 至平成19年11月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間から平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産については改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に、平成19年３

月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上する方法に変更しております。なお、この変更による影響は軽微であ

ります。 

４．事業区分の変更 

 前連結会計年度において独立掲記しておりました「キャリアディベロップメント事業」につきましては、当

該事業より撤退し、重要性が低下したことから、当中間連結会計期間より「その他業界関連事業」に含めて表

示することといたしました。 

  
外食業界関
連事業 
（千円） 

自動車業界
関連事業 
（千円） 

医療・介護
業界関連事
業 
（千円） 

住宅・建設・
不動産業界関
連事業 
（千円） 

その他業界
関連事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社 
（千円） 

連結(千円) 

売上高                 

(1）外部顧客に対する

売上高 
753,752 2,144,672 66,780 430,678 394,981 3,790,866 － 3,790,866 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,024 577 － － 13,060 15,662 (15,662) － 

計 755,777 2,145,250 66,780 430,678 408,041 3,806,528 (15,662) 3,790,866 

営業費用 666,186 2,701,122 74,379 397,154 778,180 4,617,024 (15,662) 4,601,362 

営業利益 

（又は営業損失） 
89,591 (555,872) (7,599) 33,523 (370,138) (810,495) － (810,495)

(1）外食業界関連事業 … 外食関連企業向けコンサルティング 

(2）自動車業界関連事業 … 自動車関連企業向けコンサルティング、新車販売店舗運

営、中古車販売・買取事業の店舗運営、軽板金修理のＦＣ

店舗展開 

(3）医療・介護業界関連事業 … 医療機関・介護関連企業向けコンサルティング及びＩＳＯ

取得支援 

(4）住宅・建設・不動産業界関連事業 … 住宅関連企業向けコンサルティング 

(5）その他業界関連事業 … 上記の特化業界以外の企業向けコンサルティング、コール

センター事業、教育事業等 



前連結会計年度（自平成18年５月21日 至平成19年５月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1）外食業界関連事業         … 外食関連企業向けコンサルティング、外食店舗運営、外食ＦＣ

本部運営 

(2）自動車業界関連事業        … 自動車関連企業向けコンサルティング、新車販売店舗運営、中

古車買取・販売事業の店舗運営、軽板金修理のＦＣ店舗展開、

自動車関連用部品販売システムの運営 

(3）医療・介護業界関連事業      … 病院・製薬会社・医療機関・介護関連企業向けコンサルティン

グ及びＩＳＯ取得支援 

(4）住宅・建設・不動産業界関連事業  … 住宅関連企業向けコンサルティング 

(5）その他業界関連事業        … 上記の特化業界以外の企業向けコンサルティング、コールセン

ター事業、教育事業等 

(6）キャリアディベロップメント事業  … 人材の再就職支援及び対象人材のキャリア開発支援事業 

３．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よりフランチ

ャイズ加盟金の売上計上基準については、加盟契約の締結及び入金をもって売上計上する方法から、加盟店の

出店確定時に計上する方法に変更いたしました。この変更により、従来の方法によった場合に比べて、「自動

車業界関連事業」で20,000千円売上高及び営業利益が減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年５月21日 至平成18年11月20日）、当中間連結会計期間（自平成19年５月21

日 至平成19年11月20日）及び前連結会計年度（自平成18年５月21日 至平成19年５月20日）において、本邦以

外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年５月21日 至平成18年11月20日）、当中間連結会計期間（自平成19年５月21

日 至平成19年11月20日）及び前連結会計年度（自平成18年５月21日 至平成19年５月20日）においては、海外

売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
外食業界
関連事業 
（千円） 

自動車業
界関連事
業 
（千円） 

医療・介
護業界関
連事業 
（千円） 

住宅・建
設・不動
産業界関
連事業 
（千円） 

その他業界
関連事業 
（千円） 

キャリア
ディベロ
ップメン
ト事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社 
（千円） 

連結(千円)

売上高                   

(1）外部顧客に対す

る売上高 
4,333,750 4,775,346 1,273,993 837,368 1,349,917 163,826 12,734,202 － 12,734,202 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

2,126 2,989 － － 94,310 － 99,425 (99,425) － 

計 4,335,876 4,778,335 1,273,993 837,368 1,444,227 163,826 12,833,627 (99,425) 12,734,202 

営業費用 4,086,170 5,024,205 1,099,610 676,195 1,475,573 234,807 12,596,562 (99,425) 12,497,137 

営業利益 

（又は営業損失） 
249,706 (245,869) 174,382 161,172 (31,345) (70,981) 237,064 － 237,064 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

１株当たり純資産額    65円36銭

１株当たり中間純損失 49円91銭

１株当たり純資産額 45円78銭

１株当たり中間純損失 66円銭58銭

１株当たり純資産額 112円99銭

１株当たり当期純利益 4円78銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため、記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため、記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日)

前連結会計年度 
(自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日)

中間（当期）純利益(△純損失) 

（千円） 
△1,074,350 △1,899,232 104,750 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(△純損失)（千円） 
△1,074,350 △1,899,232 104,750 

期中平均株式数（株） 21,525,535 28,525,535 21,909,096 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

＜当社＞ 

新株予約権１種類（旧

商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づ

く新株予約権）499,000

株。 

＜当社＞ 

第１回転換社債型新株

予約権付社債（券面総

額350,400千円）及び新

株予約権１種類（旧商

法第280条ノ19第１項の

規定に基づく新株引受

権（ストックオプショ

ン）469,000株）。 

＜当社＞ 

第１回転換社債型新株

予約権付社債（券面総

額350,400千円）及び新

株予約権１種類（旧商

法第280条ノ19第１項の

規定に基づく新株引受

権（ストックオプショ

ン）486,000株）。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

  当社は、平成18年12月８日開催の取

締役会において、第三者割当による第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債の発行

を決議し、同年12月25日に発行いたしまし

た。その概要は次のとおりであります。 

１．発行総額 350,400千円 

２．発行価額 社債額面金額の100％ 

 （社債額面金額29,200千円） 

３．発行価格 社債額面金額の100％ 

４．払込期日 平成18年12月25日 

５．償還期限 平成22年12月29日に社

債額面金額の100％で償

還 

６．利率 年3.5％  

７．本新株予約権の目的となる株式の種類

及び数 

(1)種類 当社普通株式 

(2)数 本新株予約権の行使によ

り当社が当社普通株式を

新たに交付する数は権利

行使請求に係る本社債の

発行価額の総額を転換価

額で除した数とする。 

８．本新株予約権の総数 12個 

９．本新株予約権の行使価額（転換価額） 

 １株当たり 当初292円 

 ただし、転換価額は、本新株予約権付

社債の要項に従い修正または調整される

ことがある。 

10．新株予約権の行使期間  

 平成18年12月26日から平成22年12月24

日まで 

11．新株予約権の行使の条件  

 新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

12．資金の使途 

運転資金に充当 

当社は、平成19年11月12日開催の取締役会に

おいて、第三者割当による新株式の発行につい

て決議し、実行いたしました。その概要は次の

とおりであります。 

１．発行新株式数 当社普通株式  

166,600株 

２．発行価額 1株につき 150円 

３．発行総額 24,990,000円 

４．資本組入額 12,495,000円 

５．申込期日 平成19年11月29日 

６．払込期間 平成19年11月29日 

～平成19年12月12日 

７．資金の使途 

借入金の返済及び運転資金に充当 

当社は、平成20年２月４日開催の取締役会

において、持分法適用関連会社である株式会

社エム・シー・アイについて、当社が保有す

る全株式の譲渡契約を締結（同日付）するこ

とを決議いたしました。 

１．株式譲渡の理由 

 有利子負債圧縮等のため譲渡を決定した

ものであります。 

２．譲渡先 

NIFSMBC-V2006S3 投資事業有限責任組合 

NIFSMBC-V2006S1 投資事業有限責任組合  

アント・リード1号 投資事業有限責任組合 

SRIベンチャー１号 投資事業有限責任組合 

東京ディスカバリー 投資事業有限責任組合 

アント・リード2号  投資事業有限責任組合 

新規事業投資株式会社  

新規事業投資１号 投資事業有限責任組合  

日本アジア投資株式会社 

JAIC－バイオ2号 投資事業有限責任組合  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（特定信託口（三井住友銀行成長企業投資

口）） 

日の出証券株式会社 

３．契約締結日   平成20年２月４日 

４．当該会社の事業内容 

医療業界における経営コンサルティング

に関する事業 

５．譲渡株式数 

譲渡価額  

売却益 

譲渡後の持分比率 

      1,000株 

 1株 430千円 

 約380,000千円 

      0％ 

───── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年11月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年11月20日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 432,889   391,180 1,585,878   

２．受取手形   4,751   1,837 1,827   

３．売掛金   2,003,832   1,754,126 1,517,013   

４．たな卸資産   894,611   551,772 836,579   

５．短期貸付金 ※５ 32,182   334,750 124,330   

６．繰延税金資産   209,857   336,869 172,944   

７．その他 ※４ 280,068   431,504 843,832   

８．貸倒引当金   △529,477   △410,321 △219,491   

流動資産合計     3,328,716 31.5 3,391,719 44.9   4,862,914 45.2

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   41,236   30,625 37,966   

(2) 車輌運搬具   11,972   8,346 9,700   

(3) 工具、器具及
び備品 

  27,432   17,992 22,601   

計   80,641   56,964 70,268   

２．無形固定資産           

(1) のれん   －   509,968 535,273   

(2) その他   －   90,741 60,827   

計   14,107   600,710 596,100   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 2,611,521   2,127,027 2,262,931   

(2) 関係会社株式   2,020,150   551,776 1,687,850   

(3) 長期貸付金   4,120,643   1,948,895 2,386,359   

(4) 関係会社長期貸
付金 

※５ 253,694   175,005 203,805   

(5) 繰延税金資産   217,651   90,658 191,288   

(6) その他   1,345,085   667,147 1,026,626   

(7) 貸倒引当金   △3,412,173   △2,058,775 △2,537,493   

計   7,156,573   3,501,735 5,221,368   

固定資産合計     7,251,323 68.5 4,159,410 55.1   5,887,738 54.8

資産合計     10,580,039 100.0 7,551,129 100.0   10,750,652 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年11月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年11月20日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   434   8,244 7,026   

２．短期借入金 ※２ 1,636,597   1,483,147 1,085,519   

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※２ 2,270,250   1,443,250 1,801,250   

４．未払金   774,916   993,261 849,424   

５．未払費用   132,438   145,089 133,246   

６．未払法人税等   20,310   26,798 16,047   

７．前受金   186,576   146,612 151,112   

８．債務保証損失引当
金 

  －   211,771 －   

９．その他 ※４ 93,735   108,410 90,343   

流動負債合計     5,115,259 48.3 4,566,586 60.5   4,133,971 38.4

Ⅱ 固定負債           

１．社債   －   350,400 350,400   

２．長期借入金 ※２ 2,250,917   292,625 1,509,792   

３．退職給付引当金   69,694   49,680 59,983   

４．役員退職慰労引当
金 

  253,356   265,036 261,012   

５．債務保証損失引当
金 

  －   256,524 －   

６．偶発損失引当金   －   141,000 －   

７．その他   25,798   13,288 19,266   

固定負債合計     2,599,766 24.6 1,368,555 18.1   2,200,454 20.5

負債合計     7,715,025 72.9 5,935,142 78.6   6,334,425 58.9

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     2,367,404 22.4   2,787,404 36.9   2,787,404 25.9 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   1,672,011     2,092,011     2,092,011     

資本剰余金合計     1,672,011 15.8   2,092,011 27.7   2,092,011 19.5 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   77,752     77,752     77,752     

(2）その他利益剰余
金 

                    

別途積立金   163,500     163,500     163,500     

繰越利益剰余金   △1,754,330     △3,621,762     △840,094     

利益剰余金合計     △1,513,078 △14.3   △3,380,510 △44.8   △598,842 △5.6 

４．自己株式     △927 △0.0   △927 △0.0   △927 △0.0 

株主資本合計     2,525,410 23.9   1,497,978 19.8   4,279,645 39.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金     339,603 3.2   118,009 1.6   136,581 1.3 

評価・換算差額等合
計     339,603 3.2   118,009 1.6   136,581 1.3 

純資産合計     2,865,013 27.1   1,615,987 21.4   4,416,227 41.1 

負債純資産合計     10,580,039 100.0   7,551,129 100.0   10,750,652 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     2,119,801 100.0 1,854,581 100.0   4,688,330 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,532,429 72.3 1,460,633 78.8   2,987,432 63.7

売上総利益     587,372 27.7 393,947 21.2   1,700,898 36.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    618,516 29.2 673,016 36.2   1,230,147 26.2

営業利益（△損
失） 

    △31,144 △1.5 △279,068 △15.0   470,751 10.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   62,476 3.0 20,275 1.1   123,742 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   121,032 5.7 118,186 6.4   259,781 5.6

経常利益（△損
失） 

    △89,699 △4.2 △376,979 △20.3   334,712 7.1

Ⅵ 特別利益 ※３   428,228 20.2 1,068 0.0   2,239,540 47.8

Ⅶ 特別損失 ※4,6   803,702 37.9 2,450,300 132.1   1,925,265 41.1

税引前中間(当期)
純利益（△純損
失） 

    △465,174 △21.9 △2,826,211 △152.4   648,988 13.8

法人税、住民税及
び事業税 

  10,527   6,056 8,412   

法人税等調整額   372,756 383,284 18.1 △50,600 △44,544 △2.4 574,799 583,211 12.4

中間（当期）純利
益（△純損失） 

    △848,458 △40.0 △2,781,667 △150.0   65,776 1.4

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年５月21日 至 平成18年11月20日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年５月20日 残高 

（千円） 
2,367,404 1,672,011 1,672,011 77,752 163,500 △905,871 △664,619 △927 3,373,869 

中間会計期間中の変動額                  

中間純利益(△損失)（千円）           △848,458 △848,458   △848,458 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

                － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － － △848,458 △848,458 － △848,458 

平成18年11月20日 残高 

（千円） 
2,367,404 1,672,011 1,672,011 77,752 163,500 △1,754,330 △1,513,078 △927 2,525,410 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年５月20日 残高 

（千円） 
1,333,982 1,333,982 4,707,851 

中間会計期間中の変動額      

中間純利益(△損失)(千円)     △848,458 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△994,378 △994,378 △994,378 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△994,378 △994,378 △1,842,837 

平成18年11月20日 残高 

（千円） 
339,603 339,603 2,865,013 



当中間会計期間（自 平成19年５月21日 至 平成19年11月20日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年５月20日 残高 

（千円） 
2,787,404 2,092,011 2,092,011 77,752 163,500 △840,094 △598,842 △927 4,279,645 

中間会計期間中の変動額                  

中間純利益(△損失)（千円）           △2,781,667 △2,781,667   △2,781,667 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － － △2,781,667 △2,781,667 － △2,781,667 

平成19年11月20日 残高 

（千円） 
2,787,404 2,092,011 2,092,011 77,752 163,500 △3,621,762 △3,380,510 △927 1,497,978 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年５月20日 残高 

（千円） 
136,581 136,581 4,416,227 

中間会計期間中の変動額      

中間純利益(△損失)(千円)     △2,781,667 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△18,572 △18,572 △18,572 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△18,572 △18,572 △2,800,239 

平成19年11月20日 残高 

（千円） 
118,009 118,009 1,615,987 



前事業年度（自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年５月20日 残高 

（千円） 
2,367,404 1,672,011 1,672,011 77,752 163,500 △905,871 △664,619 △927 3,373,869 

事業年度中の変動額                  

新株の発行（千円） 420,000 420,000 420,000           840,000 

当期純利益（千円）           65,776 65,776   65,776 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

（千円） 

                － 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
420,000 420,000 420,000 － － 65,776 65,776 － 905,776 

平成19年５月20日 残高 

（千円） 
2,787,404 2,092,011 2,092,011 77,752 163,500 △840,094 △598,842 △927 4,279,645 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年５月20日 残高 

（千円） 
1,333,982 1,333,982 4,707,851 

事業年度中の変動額      

新株の発行（千円）     840,000 

当期純利益 (千円)     65,776 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

（千円） 

△1,197,400 △1,197,400 △1,197,400 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△1,197,400 △1,197,400 △291,624 

平成19年５月20日 残高 

（千円） 
136,581 136,581 4,416,227 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

当社は、引続き厳しい経営環境のな

かで、収益性向上とキャッシュ・フロ

ー改善にグループの総力をあげて取組

んでおりますが、当中間会計期間にお

いて31百万円の営業損失、848百万円

の中間純損失を計上しております。ま

た、保有株式の株価下落によりその他

有価証券評価差額金が大幅な減少とな

り純資産の部が減少した結果、シンジ

ケートローン契約（平成18年11月20日

現在実行額4,286百万円）の一部につ

き財務制限条項に抵触する事実が発生

しており、当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

当社は、このような状態を解消すべ

く、平成18年12月に策定した今後３ヵ

年の経営計画に基づき、コンサルティ

ング事業の高収益化の実現と、営業キ

ャッシュ・フローの改善に取り組んで

まいります。 

また、金融機関に対しては、当該シ

ンジケートローン契約の継続について

交渉し、期限の利益喪失による一括返

済義務が生じないよう対処する所存で

あります。 

中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ておりません。 

当社は、引続き厳しい経営環境のな

かで、収益性向上とキャッシュ・フロ

ー改善にグループの総力をあげて取組

んでおりますが、当中間会計期間にお

いて279百万円の営業損失、2,781百万

円の中間純損失を計上しております。

この結果、シンジケートローン契約

（平成19年11月20日現在実行額1,656

百万円）において財務制限条項に抵触

する事実が発生しており、当該状況に

より、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

当社は、このような状態を解消すべ

く、平成19年12月に策定した今後３ヵ

年の経営計画に基づき、コンサルティ

ング事業の高収益化の実現による営業

キャッシュ・フローの改善に取り組ん

でまいります。 

また、平成20年２月４日付で持分法

適用関連会社である㈱エム・シー・ア

イ社株式の譲渡（譲渡金額430百万

円）を取締役会で決議しました。 

 上記以外にも直接金融を中心とした

多用な手段を視野に入れ、早期に

2,000百万円規模の資金を調達すべ

く、取り組んでまいります。 

金融機関に対しては、当該シンジケ

ートローン契約の継続について交渉

し、期限の利益喪失による一括返済義

務が生じないよう対処する所存であり

ます。 

中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ておりません。 

当社は、引続き厳しい経営環境のな

かで、財務体質改善に向けて各種財務

戦略を実行しつつ、収益性向上とキャ

ッシュ・フロー改善にグループの総力

をあげて取組みました結果、当事業年

度において470百万円の営業利益、65

百万円の純利益を計上するに至りまし

た。その結果、単体においては財務制

限条項の基準をクリアするに至ったも

のの、連結で当中間連結会計期間末に

て抵触しておりました財務制限条項の

解消までは至らず、シンジケートロー

ン契約（平成19年5月20日現在実行額

3,154百万円）の財務制限条項に抵触

する事実が発生しております。当該状

況により、引続き継続企業の前提に関

する重要な疑義が生じております。 

当社は、このような状態を解消すべ

く、平成19年７月に策定した今後３ヵ

年の経営計画に基づき、引続きコンサ

ルティング事業の高収益化の実現と、

営業キャッシュ・フローの改善に取り

組んでまいります。 

また、金融機関に対しては、当事業

年度において黒字転換できた状況等を

確認いただきながら当該シンジケート

ローンの契約の継続について交渉し、

期限の利益喪失による一括返済義務が

生じないよう対処する所存でありま

す。 

財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

 総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物  

…８～18年  

工具、器具及び備品 

…４～15年  

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

   ──── （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

この変更による影響は軽微で

あります。  

 ──── 

   ──── （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

この変更による影響は軽微で

あります。  

 ──── 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は以下の

とおりであります。 

 のれん     ５年 

 ソフトウェア  ５年 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）    ───── (2）債務保証損失引当金 

代位弁済に伴う損失の発生に

備えるため被保証会社の財政状

態を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。  

（追加情報）  

 保証債務の履行による損失の

可能性が高まったことから、当

中間会計期間より保証の履行に

よる損失負担見込み額を債務保

証損失引当金として計上してお

ります。 

 これにより、税引前中間純損

失が468,296千円増加しており

ます。  

(2）    ───── 

  (3）    ───── (3）偶発損失引当金 

将来発生する可能性の高い偶

発損失に備え、偶発事象毎に個

別のリスク等を勘案し、合理的

に算出した負担損失見込み額を

計上しております。  

（追加情報）  

 当中間会計期間において、損

失の発生の可能性が高く、かつ

金額を合理的に見積もることが

できる事象が発生したため、損

失見込額を計上しております。 

 これにより税引前中間純損失

が141,000千円増加しておりま

す。 

(3）    ───── 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき

当期末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間期末要

支給額相当額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく期末要支給

額相当額を計上しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例

処理を行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

原則として時価で評価してお

りますが、特例処理の要件を満

たしている金利スワップについ

ては特例処理によっておりま

す。 

 なお、一部特例処理の要件を

満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっておりま

したが、借入金の繰上げ返済を

したため、当該取引についても

時価で評価しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理

を行っております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

  ② ヘッジ対象…変動金利の借

入金利息 

② ヘッジ対象…同左 ② ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 

 市場相場変動に伴うリスクの

軽減を目的として利用する方針

であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎に判定しております。 

 なお、特例処理の適用要件を

充たしている金利スワップにつ

いては、有効性が保証されるた

め、有効性の判定は省略してお

ります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎に判定しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎に判定しております。 

なお、特例処理の適用要件を

充たしている金利スワップにつ

いては、有効性が保証されるた

め、有効性の判定は省略してお

ります。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前会計年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

（加盟金売上の処理方法）  

 従来、フランチャイズ加盟金の売上

計上基準については、加盟契約の締結

及び加盟金の入金をもって売上計上す

る方法によっておりましたが、加盟契

約後出店に至らず加盟金の返金等を行

うケースが生じていることから、売上

認識をより客観的・保守的に行うた

め、当中間会計期間より加盟店の出店

確定時に売上計上する方法に変更いた

しました。 

 この変更による影響は軽微でありま

す。 

────── （加盟金売上の処理方法） 

 従来、フランチャイズ加盟金の売上

計上基準については、加盟契約の締結

及び加盟金の入金をもって売上計上す

る方法によっておりましたが、加盟契

約後出店に至らず加盟金の返金等を行

うケースが生じていることから、売上

認識をより客観的・保守的に行うた

め、当事業年度より加盟店の出店確定

時に売上計上する方法に変更いたしま

した。 

 この変更による影響はありません。



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前事業年度末 
（平成19年５月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

221,549千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

170,216千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

227,198千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

定期預金 41,691千円

投資有価証券 1,683,870 

計 1,725,561 

投資有価証券 630,240千円

計 630,240 

定期預金 41,691千円

投資有価証券 1,493,475 

計 1,535,166 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金 570,000千円

長期借入金 180,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 750,000 

短期借入金 20,000千円

長期借入金 60,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 80,000 

短期借入金 310,000千円

長期借入金 120,000 

（１年以内返済予定分を含む） 

計 430,000 

 ３ 保証債務 

(1）借入金に対する債務保証 

 ３ 保証債務 

(1）借入金に対する債務保証 

３ 保証債務 

(1）借入金に対する債務保証 

㈱イデア・リンク 691,500千円

㈱ケア・リンク 120,000 

㈱エル・シー・エーコ

ミュニケーションズ 
95,000 

㈱エステートセイワ 13,475 

㈱バスク 1,130 

㈱バイタル・プレスト 20,394 

㈱リンク・ポット 50,000 

㈱ユー・エフ・リンク 48,700 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉ

ｎｋ 
109,000 

計 1,149,199 

㈱イデア・プラス（注） 534,700千円

㈱ケア・リンク 80,000 

㈱エル・シー・エーコミ

ュニケーションズ 
20,000 

㈱バイタル・プレスト 4,783 

㈱リンク・ポット 20,002 

㈱ユー・エフ・リンク 67,761 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉｎ

ｋ 
41,500 

計 768,746 

㈱イデア・リンク 668,100千円

㈱ケア・リンク 100,000 

㈱エル・シー・エーコ

ミュニケーションズ 
50,000 

㈱エステートセイワ 6,125 

㈱バイタルプレスト 17,580 

㈱リンク・ポット 45,002 

㈱ユー・エフ・リンク 41,100 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉ

ｎｋ 
96,000 

計 1,023,907 

(2）リース債務に対する債務保証 (2）リース債務に対する債務保証 (2）リース債務に対する債務保証 

㈱エル・シー・エー・

リコンストラクション 
2,056千円

㈱リンク・プロモーシ

ョン 
37,975 

㈱イデア・リンク 19,201 

㈱ケア・リンク 1,788,077 

㈱エル・シー・エーコ

ミュニケーションズ 
1,330 

㈱ドリームエクスプロ

ーラ 
984 

オーナーズエージェン

ト㈱ 
3,267 

㈱リンク・ポット 12,322 

㈱メディアコミュニケ

ーションズ 
294,313 

㈱ユー・エフ・リンク 62,346 

㈱ＬＣＡ－Ｉ  43,760 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉ

ｎｋ 
91,002 

計 2,356,640 

 （注）㈱イデア・リンクが社名変更して

おります。 

㈱リンク・プロモーショ

ン 
17,064千円

㈱イデア・プラス（注） 8,623 

㈱ケア・リンク 1,538,959 

㈱エル・シー・エーコミ

ュニケーションズ 
131 

㈱リンク・ポット 9,063 

㈱ユー・エフ・リンク 26,895 

㈱ＬＣＡ－Ｉ  12,624 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉｎ

ｋ 
36,698 

計 1,650,062 

㈱リンク・プロモーシ

ョン 
42,780千円

㈱イデア・リンク 12,298 

㈱ケア・リンク 1,658,465 

㈱エル・シー・エー・

リコンストラクション 
1,408 

㈱エル・シー・エーコ

ミュニケーションズ 
790 

㈱ユー・エフ・リンク 53,553 

㈱リンク・ポット 21,687 

㈱メディアコミュニケ

ーションズ 
252,565 

㈱ＬＣＡ－Ｉ 34,504 

㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉ

ｎｋ 
82,199 

計 2,160,254 

 



前中間会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前事業年度末 
（平成19年５月20日） 

 (3）割賦購入債務に対する債務保証  (3）     ─────   (3）    ───── 

  

 ㈱リンク・ポット 12,924千円 

 ㈱リンク・プロモ

ーション 
17,393 

計 30,317 

   

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４         ───── 

※５ 当社は、子会社の資金需要に機動的に

対応するため、子会社との間で貸出極度

額契約を締結しております。 

 当該契約に基づく貸出極度額の総額及

び貸出未実行残高は以下のとおりであり

ます。 

※５ 当社は、子会社の資金需要に機動的に

対応するため、子会社との間で貸出極度

額契約を締結しております。 

 当該契約に基づく貸出極度額の総額及

び貸出未実行残高は以下のとおりであり

ます。 

※５  当社は、子会社の資金需要に機動的

に対応するため、子会社との間で貸出極

度額契約を締結しております。 

 当該契約に基づく貸出極度額の総額及

び貸出未実行残高は以下のとおりであり

ます。 

貸出極度額の総額 5,500,000千円

貸出実行残高 208,238 

貸出未実行残高 5,291,761 

貸出極度額の総額 5,500,000千円

貸出実行残高 309,799   

貸出未実行残高 5,190,200 

貸出極度額の総額 5,500,000千円

貸出実行残高 204,999 

貸出未実行残高 5,295,000 

 ６ 財務制限条項 

当社は、事業資金の効率的な調達を行う

ため、財務制限条項付特定融資枠契約（シ

ンジケート・ローン）を締結しており、そ

の内容は下記のとおりであります。 

なお、財務制限条項に抵触した場合、シ

ンジケート団の多数貸付人からの要請があ

れば、期限の利益を失い、直ちに借入金の

全額並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負うことになっております。 

 ６ 財務制限条項 

当社は、事業資金の効率的な調達を行う

ため、財務制限条項付特定融資枠契約（シ

ンジケート・ローン）を締結しており、そ

の内容は下記のとおりであります。 

なお、財務制限条項に抵触した場合、シ

ンジケート団の多数貸付人からの要請があ

れば、期限の利益を失い、直ちに借入金の

全額並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負うことになっております。 

 ６ 財務制限条項 

当社は、事業資金の効率的な調達を行う

ため、財務制限条項付特定融資枠契約（シ

ンジケート・ローン）を締結しており、そ

の内容は下記のとおりであります。 

なお、財務制限条項に抵触した場合、シ

ンジケート団の多数貸付人からの要請があ

れば、期限の利益を失い、直ちに借入金の

全額並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負うことになっております。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当中間会計期間末残高   750百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日において貸借対照表(連結

ベース)の資本の部の金額を3,400,000千

円または直近年度末における資本の部の

金額の75％以上のいずれか高い方の金額

以上に、貸借対照表（単体ベース）の資

本の部の金額を3,200,000千円または直近

年度末における資本の部の金額の75％以

上のいずれか高い方の金額以上に維持す

ること、及び損益計算書(連結・単体ベー

スの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

(1)        ───── (1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当事業年度末残高       300百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日において貸借対照表(連結

ベース)の資本の部の金額を3,400,000千円

または直近年度末における資本の部の金額

の75％以上のいずれか高い方の金額以上

に、貸借対照表（単体ベース）の資本の部

の金額を3,200,000千円または直近年度末

における資本の部の金額の75％以上のいず

れか高い方の金額以上に維持すること、及

び損益計算書(連結・単体ベースの両方)の

経常損益について2期連続して損失を計上

しないこと。 

 



前中間会計期間末 
（平成18年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月20日） 

前事業年度末 
（平成19年５月20日） 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間会計期間末残高 1,250百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成15年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間会計期間末残高   550百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成15年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年２月３日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当事業年度末残高   1,000百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成15年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

 (3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

    平成18年１月24日付シンジケート・ロ

ーン契約 

 ① 特定融資枠契約の総額 2,150百万円 

 ② 当中間会計期間末残高 1,536百万円 

 ③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成16年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

 (3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

    平成18年１月24日付シンジケート・ロ

ーン契約 

 ① 特定融資枠契約の総額 2,150百万円 

 ② 当中間会計期間末残高   706百万円 

 ③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成16年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成18年１月24日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,150百万円 

② 当事業年度末残高   1,229百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成16年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

 (4) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

 平成18年１月25日付シンジケート・ロ

ーン契約 

 ① 特定融資枠契約の総額 1,000百万円 

 ② 当中間会計期間末残高   750百万円 

 ③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成17年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

 (4) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

 平成18年１月25日付シンジケート・ロ

ーン契約 

 ① 特定融資枠契約の総額 1,000百万円 

 ② 当中間会計期間末残高   400百万円 

 ③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成17年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 

(4) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成18年１月25日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 1,000百万円 

② 当事業年度末残高     625百万円 

③ 財務制限条項 

各決算期末日及び中間決算の日におい

て貸借対照表(連結・単体ベースの両方)の

資本の部の金額を平成17年５月決算期末日

における資本の部の金額の75％以上に維持

すること、及び損益計算書(連結・単体ベ

ースの両方)の経常損益について2期連続し

て損失を計上しないこと。 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

※１ 営業外収益のうち主要

なもの 

受取利息 38,965千円

受取配当金    1,293千円

投資事業組合収益  18,805千円

受取利息 13,420千円

受取配当金 292千円

受取利息 49,967千円

受取配当金 1,296千円

投資事業組合収益  18,805千円

※２ 営業外費用のうち主要

なもの 

支払利息   73,893千円

シンジケートロー

ン手数料償却 
   37,659千円

支払利息 59,279千円

シンジケートロー

ン手数料償却 
38,743千円

支払利息 156,754千円

シンジケートロー

ン手数料償却 
76,042千円

※３ 特別利益のうち主要な

もの 

関係会社株式売却益 404,900千円  ───── 関係会社株式売却

益 
2,154,900千円

投資有価証券売却

益 
53,188千円

※４ 特別損失のうち主要な

もの 

固定資産処分損    31,908千円

投資有価証券評価

損 
61,665千円

貸倒引当金繰入額 608,515千円

固定資産処分損 27,672千円

子会社株式評価損 1,124,073千円

商品評価損 236,000千円

貸倒引当金繰入額 346,171千円

債務保証損失引当

金繰入額 

468,296千円

偶発損失引当金繰

入額 

141,000千円

固定資産処分損 46,134千円

投資有価証券評価

損 
103,542千円

子会社株式評価損 349,300千円

債権放棄損失 331,206千円

貸倒引当金繰入額 672,974千円

貸倒損失 125,538千円

 ５ 減価償却実施額 有形固定資産 10,417千円

無形固定資産    17,068千円

有形固定資産 7,982千円

無形固定資産 61,849千円

有形固定資産 20,783千円

無形固定資産 40,995千円

※６ 減損損失 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました 

当社は、事業用資産については主

として管理会計上の区分により、ま

た、遊休資産については個々の資産

別にグルーピングを行っておりま

す。  

その結果、一部の事業用資産につ

いては今後経常的な損失が予想され

るため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（16,112千円）として特別損失に計

上しております。その内訳は、建物

2,779千円、工具器具及び備品1,046

千円、ソフトウェア622千円、電話

加入権903千円及びのれん10,760千

円であります。 

なお、回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて算定

しております。  

地域 用途 種類 
減損
損失 

(千円) 

首都圏 
他 

販売業

務施設 

建物、

工具器

具及び

備品、

ソフト

ウェア 

4,448

その他 
通信設

備等 

電話 

加入権 

のれん 

903 

10,760

 ───── 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 当社は、事業用資産については主

として管理会計上の区分により、ま

た、遊休資産については個々の資産

別にグルーピングを行っておりま

す。 

 その結果、一部の事業用資産につ

いては今後経常的な損失が予想され

るため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（58,979千円）として特別損失に計

上しております。その内訳は、建物

2,779千円、工具器具及び備品1,046

千円、のれん10,760千円、長期前払

費用38,325千円、ソフトウェア622

千円、その他無形固定資産5,445千

円であります。  

地域 用途 種類 
減損 
損失 

(千円)

首都圏
他 

販売業

務施設 

建物、

工具器

具及び

備品、

ソフト

ウェア 

4,448

 その他 
 通信設

備等 

電話 

加入権 

5,445

のれ

ん、長

期前払

費用 

49,085

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

        なお、回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて算定

しております。  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年５月21日 至 平成18年11月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年５月21日 至 平成19年11月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度（自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

自己株式        

普通株式  785 － － 785 

合計 785 － － 785 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

自己株式        

普通株式  785 － － 785 

合計 785 － － 785 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株

式数（株） 

当事業年度減少株

式数（株） 

当事業年度末株式数

(株） 

 自己株式        

   普通株式 785 － － 785 

       合計 785 － － 785 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

  該当事項はありません。 

（当中間会計期間） 

  該当事項はありません。 

（前事業年度） 

  該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

155,037 125,448 29,588 

ソフトウェア 61,443 38,281 23,162 

合計 216,480 163,729 52,751 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

108,201 81,765 26,435

ソフトウェア 58,393 46,552 11,840

合計 166,594 128,318 38,276

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

175,873 140,079 35,794

ソフトウェア 61,443 44,901 16,542

合計 237,317 184,980 52,336

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内       38,751千円

１年超       49,264千円

合計      88,016千円

１年内 30,203千円

１年超 35,738千円

合計 65,942千円

１年内 36,026千円

１年超 48,961千円

合計 84,988千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 25,391千円

減価償却費相当額 17,402千円

支払利息相当額 1,531千円

支払リース料 20,417千円

減価償却費相当額 13,404千円

支払利息相当額 1,285千円

支払リース料 51,664千円

減価償却費相当額 38,474千円

支払利息相当額 3,130千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定率法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はござい

ません。  

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はござい

ません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

１株当たり純資産額    133円10銭

１株当たり中間純損失   39円42銭

１株当たり純資産額     56円65銭

１株当たり中間純損失     97円51銭

１株当たり純資産額 154円82銭

１株当たり当期純利益 3円00銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日)

前事業年度 
(自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日)

中間（当期）純利益（△純損失） 

（千円） 
△848,458 △2,781,667 65,776 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△純損失）（千円） 
△848,458 △2,781,667 65,776 

期中平均株式数（株） 21,525,535 28,525,535 21,909,096 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（旧

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権）

499,000株。 

第１回転換社債型新株

予約権付社債（券面総

額350,400千円）及び

新株予約権１種類（旧

商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株

引受権（ストックオプ

ション）469,000

株）。 

第１回転換社債型新株

予約権付社債（券面総

額350,400千円）及び

新株予約権１種類（旧

商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株

引受権（ストックオプ

ション）486,000

株）。 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月21日 
至 平成18年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年５月21日 
至 平成19年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月21日 
至 平成19年５月20日） 

 当社は、平成18年12月８日開催の取締役会

において、平成18年12月25日を払込期日とす

る第三者割当による第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債の発行を決議し、同年12月

25日に発行いたしました。 

 なお、詳細については、中間連結財務諸表

における「重要な後発事象」に記載のとおり

であります。 

 当社は、平成19年11月12日開催の取締役会

において、第三者割当による新株式の発行に

ついて決議し、実行いたしました。 

 なお、詳細については、中間連結財務諸表

における「重要な後発事象」に記載のとおり

であります。 

───── 

   当社は、平成20年２月４日開催の取締役会

において、持分法適用関連会社である株式会

社エム・シー・アイについて、当社が保有す

る全株式の譲渡契約を締結（同日付）するこ

とを決議いたしました。 

 なお、詳細については、中間連結財務諸表

における「重要な後発事象」に記載のとおり

であります。 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第43期）（自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日）に係る有価証券報告書及びその添付書類 

平成19年８月17日近畿財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動)

の規定に基づく臨時報告書 

平成19年11月21日近畿財務局長に提出。 

  

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基

づく臨時報告書 

平成20年２月４日近畿財務局長に提出。 

  

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基

づく臨時報告書 

平成20年２月５日近畿財務局長に提出。 

  

(3) 有価証券届出書及びその添付書類 

有価証券届出書及びその添付書類（第三者割当による新株式発行） 

平成19年11月12日に近畿財務局長に提出。 

  

(4) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第43期）（自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

平成19年９月６日に近畿財務局長に提出。 

  

事業年度（第43期）（自 平成18年５月21日 至 平成19年５月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

平成19年11月12日に近畿財務局長に提出。 

  

事業年度（第42期）（自 平成17年５月21日 至 平成18年５月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

平成19年11月13日に近畿財務局長に提出。 

  

(5) 半期報告書の訂正報告書 

（第43期中）（自 平成18年５月21日 至 平成18年11月20日）の半期報告書に係る訂正報告書 

平成19年11月13日に近畿財務局長に提出。 

  

(6) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成19年11月12日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書 

平成19年11月13日に近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書 
平成19年２月15日 

株式会社日本エル・シー・エー  

取 締 役 会 御 中 

  

   アクティブ監査法人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本エル・シー・エーの平成18年５月21日から平成19年５月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成18年５月21日から平成18年11月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日本エル・シー・エー及び連結子会社の平成18年11月20日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成18年５月21日から平成18年11月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間において328百万円の営業損

失、1,074百万円の中間純損失を計上し、営業キャッシュ・フローについても当中間連結会計期間に230百万円の

マイナスが生じている。さらに、保有株式の株価下落によりその他有価証券評価差額金が大幅な減少となり純資

産の部が減少した結果、シンジケートローン契約の一部につき財務制限条項に抵触する事実が発生している。当

該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の

影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 ２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計

期間から、フランチャイズ加盟金の売上計上基準を変更した。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月25日付で第三者割当による第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債350百万円を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  柴田   洋   印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  名和 道紀 印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  山内 一浩 印 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書 
平成20年２月５日 

株式会社日本エル・シー・エー  

取 締 役 会 御 中 

  

   アクティブ監査法人 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社日本エル・シー・エーの平成19年５月21日から平成20年５月20日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日本エル・シー・エー及び連結子会社の平成19年11月20日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間において810百万円の営業損

失、1,899百万円の中間純損失を計上し、営業キャッシュ・フローについても当中間連結会計期間に605百万円の

マイナスが生じている。この結果、シンジケートローン契約において財務制限条項に抵触する事実が発生してい

る。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画

等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年２月４日開催の取締役会において、会社が保有する

関連会社である株式会社エム・シー・アイの株式の全部を譲渡する決議をした。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  柴田   洋   印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  名和 道紀 印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  山内 一浩 印 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書 
平成19年２月15日 

株式会社日本エル・シー・エー  

取 締 役 会 御 中 

  

    アクティブ監査法人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本エル・シー・エーの平成18年５月21日から平成19年５月20日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成

18年５月21日から平成18年11月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社日本エル・シー・エーの平成18年11月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年５月21日から平成18年11月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間において31百万円の営業損失、

848百万円の中間純損失を計上している。さらに、保有株式の株価下落によりその他有価証券評価差額金が大幅な

減少となり純資産の部が減少した結果、シンジケートローン契約の一部につき財務制限条項に抵触する事実が発生

している。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑

義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から、

フランチャイズ加盟金の売上計上基準を変更した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月25日付で第三者割当による第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債350百万円を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  柴田  洋   印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  名和 道紀 印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  山内 一浩 印 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書 
平成20年２月５日 

株式会社日本エル・シー・エー  

取 締 役 会 御 中 

  

    アクティブ監査法人 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社日本エル・シー・エーの平成19年５月21日から平成20年５月20日までの第44期事業年度の中間会計

期間（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社日本エル・シー・エーの平成19年11月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年５月21日から平成19年11月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間において279百万円の営業損失、

2,781百万円の中間純損失を計上している。この結果、シンジケートローン契約において財務制限条項に抵触する

事実が発生している。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況

に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年２月４日開催の取締役会において、会社が保有する

関連会社である株式会社エム・シー・アイの株式の全部を譲渡する決議をした。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  柴田  洋   印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  名和 道紀 印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  山内 一浩 印 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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